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フランス法における責任追及の直接訴権

フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
責
任
追
及
の
直
接
訴
権 

―
―
二
〇
一
七
年
民
事
責
任
法
改
正
草
案
を
踏
ま
え
て
―
―

岩　
　

川　
　

隆　
　

嗣

Ⅰ　

本
論
文
の
目
的

　

本
論
文
は
、
フ
ラ
ン
ス
法
の
直
接
訴
権
（action directe

）
の
う
ち
、
債
務
不
履
行
責
任
や
担
保
責
任
の
追
及
を
目
的
と
す
る
類

型
の
直
接
訴
権
に
つ
い
て
、
現
行
法
お
よ
び
二
〇
一
七
年
三
月
一
三
日
民
事
責
任
法
改
正
草
案
に
お
け
る
規
律
の
内
容
と
、
そ
の
存

在
意
義
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

　

フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
直
接
訴
権
に
つ
い
て
は
、
同
制
度
を
全
般
的
に
紹
介
す
る
研
究
や（（
（

、
特
に
責
任
追
及
を
目
的
と
す
る
直
接

訴
権
を
取
り
上
げ
る
研
究
が（（
（

、
既
に
多
く
存
在
し
て
い
る
。
し
か
し
、
後
の
判
例
と
立
法
の
展
開
に
よ
っ
て
、
こ
の
類
型
の
直
接
訴

Ⅰ　

本
論
文
の
目
的

Ⅱ　

現
行
法
に
お
け
る
直
接
訴
権

Ⅲ　

二
〇
一
七
年
民
事
責
任
法
改
正
草
案
に
お
け
る
直
接
訴
権

Ⅳ　

結
語
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権
は
、
そ
の
規
律
と
存
在
意
義
に
変
化
が
生
じ
て
い
る（（
（

。
本
論
文
は
、
そ
の
分
析
と
紹
介
を
企
図
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

以
下
で
は
、
こ
れ
ら
の
点
に
つ
い
て
、
現
行
法
を
概
観
し
た
後
に
（
Ⅱ
）、
二
〇
一
七
年
民
事
責
任
法
改
正
草
案
の
内
容
を
確
認

し
て
い
く
（
Ⅲ
）。

Ⅱ　

現
行
法
に
お
け
る
直
接
訴
権

1　

定
義
と
分
類

　（
1
）
定
義

　

直
接
訴
権
は
、
一
定
の
者
（
以
下
、「
直
接
訴
権
者
」
と
い
う
）
が
、
自
己
の
契
約
相
手
方
や
債
務
者
（
以
下
、「
中
間
者
」
と
い
う
）

で
は
な
く
、
契
約
相
手
方
の
契
約
相
手
方
や
債
務
者
（
以
下
、「
第
三
者
」
と
い
う
）
に
対
し
て
、
直
接
に
請
求
を
な
し
う
る
権
利
で

あ
る（（
（

。

　

類
似
す
る
制
度
で
あ
る
債
権
者
代
位
権
（
民
法
一
三
四
一
―

二
条
）
で
は
、
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る
権
利
が
行
使
さ
れ
る
た
め
、

日
本
に
お
け
る
よ
う
な
直
接
請
求
権
は
存
在
せ
ず
第
三
者
か
ら
中
間
者
へ
の
給
付
を
求
め
う
る
に
過
ぎ
な
い
と
こ
ろ（（
（

、
直
接
訴
権
で

は
、
第
三
者
か
ら
直
接
に
給
付
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
点
に
、
そ
の
特
色
が
あ
る（（
（

。

　（
2
）
分
類

　

直
接
訴
権
は
、
明
文
規
定
や
判
例
に
よ
っ
て
様
々
な
場
面
で
認
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
分
類
方
法
も
い
か
な
る
観
点
に
応
じ
て
構

築
す
る
か
に
よ
っ
て
様
々
で
あ
る（（
（

。
そ
の
中
で
も
、
二
〇
一
六
年
二
月
一
〇
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
基
づ
く
債
務
関
係
法
改
正
後
の
民

法
は
、
履
行
請
求
の
直
接
訴
権
（actions directes en paiem

ent

）
と
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
（actions directes en 

responsabilité ou en garantie

）
と
い
う
分
類
を
採
用
し
た（（
（

。
以
下
、
こ
の
類
型
に
従
っ
て
説
明
し
て
い
こ
う
。
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（
a
）
履
行
請
求
の
直
接
訴
権

　

履
行
請
求
の
直
接
訴
権
は
、
直
接
訴
権
者
が
、
第
三
者
に
対
し
て
本
来
的
な
給
付
の
履
行
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
類
型
の
直
接

訴
権
で
あ
る
。
例
え
ば
、
賃
貸
人
の
転
借
人
に
対
す
る
賃
料
請
求
権
（
民
法
一
七
五
三
条
一
項
）（

（
（

、
下
請
人
の
注
文
者
に
対
す
る
報
酬

請
求
権
（
下
請
に
関
す
る
一
九
七
五
年
十
二
月
三
一
日
法
一
一
条
以
下
）（

（1
（

、
責
任
保
険
に
お
け
る
被
害
者
の
保
険
者
に
対
す
る
保
険
金
請

求
権
（
保
険
法
典
L
．一
二
四
―

三
条
）、
な
ど
が
あ
る（（1
（

。

　

こ
の
類
型
の
直
接
訴
権
は
、
二
〇
一
六
年
二
月
一
〇
日
改
正
に
よ
っ
て
新
設
さ
れ
た
民
法
一
三
四
一
―

三
条
に
お
い
て
、
明
文
規

定
が
な
け
れ
ば
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る（（1
（

。
そ
の
理
由
は
、
第
一
に
、
こ
の
直
接
訴
権
は
、
中
間
者
と
第
三
者

と
の
間
の
契
約
か
ら
生
じ
た
第
三
者
の
債
務
に
つ
い
て
、
直
接
訴
権
者
が
第
三
者
に
履
行
を
請
求
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
も
の
で

あ
る
た
め
、
契
約
の
相
対
効
の
原
則
（
一
一
九
九
条
）
に
反
す
る
か
ら
で
あ
る（（1
（

。
第
二
に
、
金
銭
給
付
が
履
行
請
求
さ
れ
る
場
合
、

直
接
訴
権
者
は
中
間
者
の
無
資
力
を
回
避
し
て
第
三
者
か
ら
優
先
弁
済
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
こ
の
直
接
訴
権
は
担
保

権
・
優
先
権
の
一
種
で
あ
る
と
い
え
る
と
こ
ろ
、
債
権
者
平
等
の
原
則
（
二
二
八
五
条
）
に
例
外
を
設
け
る
担
保
権
・
優
先
権
は
法

定
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
（
二
三
二
三
条
）（

（1
（

。

（
b
）
責
任
追
及
の
直
接
訴
権

　

責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
本
来
的
な
給
付
の
履
行
請
求
で
は
な
く
、
第
三
者
が
中
間
者
と
の
契
約
関
係
に
基
づ
い
て
債
務
不
履

行
責
任（（1
（

ま
た
は
担
保
責
任（（1
（

を
負
う
場
合
に
、
中
間
者
と
契
約
関
係
に
あ
る
直
接
訴
権
者
が
、
不
法
行
為
責
任
と
し
て
で
は
な
く
、
契0

約
責
任
と
し
て

0

0

0

0

0

0

第
三
者
に
責
任
を
追
求
で
き
る
類
型
の
直
接
訴
権
で
あ
る（（1
（

。

　

こ
の
類
型
の
直
接
訴
権
は
、
か
つ
て
は
製
造
物
責
任
（responsabilité du fait des produits défectueux

）
の
追
及
を
可
能
と
す

る
法
技
術
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
た
（
直
接
訴
権
者
が
被
害
者
た
る
転
得
者
、
第
三
者
が
製
造
者
）（

（1
（

。
し
か
し
、
現
行
法
で
は
、
一
九
九
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八
年
五
月
一
九
日
法
に
よ
り
製
造
物
責
任
の
明
文
規
定
が
設
け
ら
れ
、
目
的
物
の
欠
陥
か
ら
生
じ
た
身
体
損
害
・
目
的
物
以
外
の
財

産
に
対
す
る
損
害
に
は
、
特
別
の
責
任
が
認
め
ら
れ
う
る
に
至
っ
て
い
る
（
一
二
四
五
―

一
条
一
項
・
二
項
）。
し
た
が
っ
て
、
現
行
法

で
は
、
こ
の
直
接
訴
権
の
独
自
性
は
、
売
買
契
約
等
の
目
的
物
の
欠
陥
（
瑕
疵
・
不
適
合
）
そ
れ
自
体
に
関
し
て
、
第
三
者
に
責
任

追
及
を
な
し
う
る
点
に
あ
る（（1
（

。
も
っ
と
も
、
身
体
損
害
・
目
的
物
以
外
の
財
産
に
対
す
る
損
害
に
関
す
る
責
任
追
及
に
つ
い
て
、
製

造
物
責
任
の
み
が
成
立
し
、
直
接
訴
権
の
成
立
は
否
定
さ
れ
る
と
ま
で
言
え
る
か
は
、
定
か
で
な
い（（2
（

。
し
た
が
っ
て
、
以
下
で
本
論

文
が
検
討
す
る
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
目
的
物
の
欠
陥
そ
れ
自
体
を
理
由
と
す
る
責
任
を
追
及
す
る
も
の
に
限
る
。

2　

責
任
追
及
の
直
接
訴
権
の
規
律
と
意
義

　（
1
）
そ
の
根
拠

　

責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
従
前
か
ら
こ
れ
を
一
般
的
に
認
め
る
明
文
規
定
は
存
在
せ
ず（（2
（

、
判
例
が
解
釈
論
に
よ
っ
て
そ
の
存
在

を
承
認
し
て
き
た
も
の
で
あ
る（（2
（

。

　

そ
の
解
釈
論
上
の
根
拠
は
、
従
物
（accessoires
）・
従
た
る
権
利
の
理
論
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
民
法
一
六
一
五
条
な
ど
が
規
定

す
る
「
従
物
」
に
は
、
有
体
物
に
従
た
る
有
体
物
の
み
な
ら
ず
、
有
体
物
に
従
た
る
権
利
を
含
む（（2
（

。
そ
し
て
、
中
間
者
が
第
三
者
に

対
し
て
有
す
る
債
務
不
履
行
責
任
や
担
保
責
任
に
基
づ
く
権
利
は
、
物
の
所
有
者
が
行
使
す
べ
き
で
あ
る
か
ら
、
従
た
る
権
利
に
当

た
る
。
ゆ
え
に
、
物
の
所
有
権
が
中
間
者
か
ら
直
接
訴
権
者
に
移
転
す
る
と
、
中
間
者
が
第
三
者
に
対
し
て
有
す
る
責
任
追
及
の
権

利
も
、
直
接
訴
権
者
に
移
転
す
る
。
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
こ
う
し
て
中
間
者
か
ら
移
転
さ
れ
た
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る

契
約
上
の
権
利
で
あ
る（（2
（

。

　

も
っ
と
も
、
契
約
を
通
じ
た
権
利
の
移
転
と
言
っ
て
も
、
債
権
譲
渡
と
同
様
の
債
務
者
対
抗
要
件
（
一
三
二
四
条
一
項
）
お
よ
び

第
三
者
対
抗
要
件
（
一
三
二
三
条
二
項
）
の
具
備
は
要
し
な
い（（2
（

。
ま
た
、
債
権
譲
渡
は
書
面
で
行
わ
れ
な
け
れ
ば
無
効
と
な
る
が
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（
一
三
二
二
条
）、
直
接
訴
権
に
は
こ
の
よ
う
な
制
約
は
課
さ
れ
な
い（（2
（

。
し
た
が
っ
て
、
債
権
譲
渡
と
完
全
に
同
一
視
で
き
る
も
の
で

は
な
い
。

　

な
お
、
一
九
八
〇
年
代
に
は
、
複
数
の
契
約
の
連
鎖
（
契
約
連
鎖
、chaînes de contrats

）
が
存
在
し
て
い
る
点
に
着
目
す
る
、

契
約
群
（groupes de contrats

）
の
理
論
が
有
力
と
な
っ
て
お
り（（2
（

、
判
例
も
同
理
論
か
ら
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
を
基
礎
づ
け
て

い
た（（2
（

。
し
か
し
、
破
毀
院
全
部
会
一
九
九
一
年
七
月
一
二
日
判
決
（Bull.civ.ass plén., n

o5

）
は
、
契
約
の
相
対
効
に
関
す
る
民
法

一
一
六
五
条
（
現
一
一
九
九
条
）
を
参
照
し
て
、
契
約
群
の
理
論
に
よ
れ
ば
認
め
ら
れ
る
べ
き
注
文
者
の
下
請
人
に
対
す
る
直
接
訴

権
の
成
立
を
否
定
し
、
注
文
者
は
下
請
人
に
対
し
て
は
不
法
行
為
責
任
を
追
及
す
る
権
利
の
み
を
有
す
る
と
し
て
、
同
理
論
を
排
斥

し
た
。
し
た
が
っ
て
、
現
在
の
判
例
は
、
よ
り
以
前
か
ら
の
伝
統
的
な
法
律
構
成
で
あ
る
従
た
る
権
利
の
理
論
に
回
帰
し
て
い
る
、

と
理
解
さ
れ
て
い
る（（2
（

。

　（
2
）
そ
の
帰
結

　

以
上
の
よ
う
な
、
所
有
権
の
移
転
に
伴
っ
て
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る
権
利
が
移
転
す
る
、
と
い
う
法
律
構
成
の
帰
結
と
し
て
、

責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
判
例
上
、
以
下
の
よ
う
な
規
律
に
従
っ
て
い
る
。

　

①　
直
接
訴
権
が
認
め
ら
れ
る
の
は
、
物
の
所
有
権
を
移
転
さ
せ
る
契
約
が
連
鎖
し
て
い
る
場
合
に
限
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
売
買

契
約
の
連
鎖
に
お
い
て
転
買
主
が
原
売
主
に
責
任
追
及
す
る
場
合
や
、
売
買
契
約
と
請
負
契
約
の
連
鎖
に
お
い
て
注
文
者
が
請
負
人

の
売
主
に
責
任
追
及
す
る
場
合
（
請
負
人
が
買
主
と
し
て
購
入
し
た
欠
陥
品
（
例
え
ば
原
材
料
）
を
請
負
目
的
物
に
組
み
入
れ
た
結
果
、
請

負
目
的
物
に
欠
陥
が
生
じ
た
場
合
）
で
あ
る（（3
（

。

　

も
っ
と
も
、
先
述
の
通
り
、
注
文
者
は
下
請
人
に
対
し
て
は
直
接
訴
権
を
有
さ
な
い（（3
（

。
同
様
に
、
下
請
人
の
売
主
に
対
し
て
も
、

直
接
訴
権
を
有
さ
な
い（（3
（

。
し
か
し
、
請
負
人
は
、
下
請
人
の
売
主
に
対
し
て
直
接
訴
権
を
有
す
る
と
さ
れ
て
い
る（（3
（

。
こ
れ
ら
の
判
例
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は
整
合
的
に
説
明
す
る
こ
と
が
困
難
と
さ
れ
て
お
り
、
少
な
く
と
も
こ
う
し
た
直
接
訴
権
の
適
用
領
域
に
関
し
て
は
、
従
た
る
権
利

と
し
て
の
移
転
と
い
う
法
律
構
成
は
曖
昧
な
点
を
残
し
て
い
る
と
評
さ
ざ
る
を
得
な
い（（3
（

。

　

②　
直
接
訴
権
者
が
行
使
す
る
権
利
は
、
中
間
者
・
第
三
者
間
の
契
約
上
の
権
利
で
あ
る（（3
（

。
し
た
が
っ
て
、
第
三
者
は
、
中
間

者
・
第
三
者
間
の
全
て
の
契
約
条
項
や
抗
弁
を
、
直
接
訴
権
者
に
対
抗
で
き
る（（3
（

。
例
え
ば
、
責
任
免
除
・
制
限
条
項（（3
（

、
国
内
裁
判
管

轄
の
指
定
条
項（（3
（

、
仲
裁
条
項（（3
（

で
あ
る
。
ま
た
、
そ
の
結
果
、
第
三
者
の
中
間
者
に
対
す
る
責
任
が
成
立
し
な
い
場
合
は
、
直
接
訴
権

も
成
立
し
な
い
。
例
え
ば
、
責
任
免
除
条
項
が
存
在
す
る
場
合
の
ほ
か（（4
（

、
中
間
者
に
と
っ
て
瑕
疵
が
隠
れ
て
い
な
か
っ
た
場
合
も
、

第
三
者
は
中
間
者
に
対
し
て
瑕
疵
担
保
責
任
を
負
わ
な
い
の
で
、
同
責
任
に
基
づ
く
直
接
訴
権
は
成
立
し
な
い（（4
（

。
時
効
や
短
期
の
期

間
制
限
（
瑕
疵
担
保
責
任
の
瑕
疵
発
見
時
か
ら
二
年
の
期
間
制
限
（
民
法
一
六
四
八
条
一
項
）
な
ど
）
も
、
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る

契
約
上
の
権
利
と
し
て
課
せ
ら
れ（（4
（

、
そ
の
た
め
に
第
三
者
が
中
間
者
に
対
し
て
責
任
を
負
わ
な
く
な
る
場
合
に
は
、
直
接
訴
権
は
成

立
し
な
い（（4
（

。

　

反
対
に
、
直
接
訴
権
者
・
中
間
者
間
の
契
約
条
項
の
影
響
は
受
け
ず
、
中
間
者
が
直
接
訴
権
者
に
責
任
を
負
わ
な
い
場
合
で
あ
っ

て
も
、
直
接
訴
権
の
成
立
は
妨
げ
ら
れ
な
い（（4
（

。
例
え
ば
、
中
間
者
の
責
任
を
免
除
・
制
限
す
る
条
項
は
、
直
接
訴
権
に
影
響
を
与
え

ず
（
（4
（

、
ま
た
、
直
接
訴
権
者
に
と
っ
て
瑕
疵
が
隠
れ
て
お
ら
ず
、
中
間
者
は
直
接
訴
権
者
に
対
し
て
瑕
疵
担
保
責
任
を
負
わ
な
い
と
し

て
も
、
直
接
訴
権
は
成
立
す
る（（4
（

。
な
お
、
直
接
訴
権
者
に
対
す
る
中
間
者
と
第
三
者
の
責
任
が
併
存
す
る
場
合
は
、
両
者
の
負
う
損

害
賠
償
債
務
は
全
部
義
務
（obligation in solidum

）
と
な
り
、
直
接
訴
権
者
は
責
任
の
追
及
先
を
選
択
で
き
る（（4
（

。

　

③　
直
接
訴
権
が
成
立
す
る
場
合
、
第
三
者
は
契
約
責
任
を
負
う
こ
と
と
な
る
の
で
、
請
求
権
非
競
合
原
則
に
よ
り
、
不
法
行
為

責
任
は
成
立
し
な
く
な
る（（4
（

。

　

④　
従
た
る
権
利
と
し
て
移
転
す
る
権
利
に
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
み
な
ら
ず
、
解
除
権
も
含
ま
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
直
接

訴
権
者
は
、
中
間
者
・
第
三
者
間
の
契
約
の
解
除
が
可
能
で
あ
る（（4
（

。
こ
の
と
き
、
第
三
者
が
直
接
訴
権
者
に
原
状
回
復
と
し
て
返
還



81

フランス法における責任追及の直接訴権

す
べ
き
金
銭
は
、
第
三
者
が
中
間
者
か
ら
受
領
し
た
代
金
の
額
で
あ
っ
て
、
中
間
者
が
直
接
訴
権
者
か
ら
受
領
し
た
代
金
の
額
で
は

な
い（（5
（

。

　

⑤　
な
お
、
確
立
し
た
判
例
は
、
直
接
訴
権
の
成
立
後
も
、
中
間
者
は
直
接
か
つ
確
実
な
利
益
（intérêt direct et certain

）
が

認
め
ら
れ
る
限
り
で
、
第
三
者
に
対
し
て
責
任
を
追
及
で
き
る
と
し
て
い
る（（5
（

。
こ
の
判
例
は
、
当
該
利
益
の
解
釈
次
第
で
は
、
直
接

訴
権
者
が
第
三
者
の
責
任
を
追
及
し
た
場
合
に
は
権
利
移
転
が
生
じ
る
が
、
中
間
者
の
責
任
を
追
及
し
た
場
合
に
は
権
利
移
転
は
生

じ
な
い
、
と
の
従
た
る
権
利
と
し
て
の
当
然
移
転
を
否
定
す
る
結
論
や（（5
（

、
直
接
訴
権
者
と
中
間
者
に
同
一
の
権
利
が
二
重
に
帰
属
す

る
結
論
を
も
導
き
う
る
も
の
で
あ
る
た
め（（5
（

、
そ
の
法
律
構
成
と
整
合
し
な
い
と
評
さ
れ
て
い
た（（5
（

。
し
か
し
、
近
時
の
判
例
に
は
、
中

間
者
の
権
利
行
使
を
認
め
る
特
別
の
契
約
条
項
が
無
い
限
り
は
、
当
該
利
益
は
認
め
ら
れ
ず
、
中
間
者
は
権
利
行
使
が
で
き
な
い

（
直
接
訴
権
者
に
権
利
が
移
転
す
る
）
と
し
た
も
の
が
あ
り（（5
（

、
不
整
合
を
是
正
し
た
よ
う
に
見
え
る（（5
（

。

　

以
上
の
よ
う
に
、
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
適
用
領
域
に
つ
い
て
は
説
明
が
困
難
な
部
分
が
あ
る
が
、

中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
追
及
の
権
利
が
直
接
訴
権
者
に
移
転
す
る
、
と
い
う
こ
と
を
そ
の
法
律
構
成
と
し
て
い
る
。
そ
し

て
、
近
時
の
判
例
は
、
こ
の
法
律
構
成
と
適
合
し
な
い
従
前
の
判
例
を
是
正
す
る
傾
向
に
あ
る
、
と
言
い
う
る
で
あ
ろ
う（（5
（

。

　（
3
）
そ
の
存
在
意
義

　

で
は
、
以
上
の
よ
う
な
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
に
は
、
ど
の
よ
う
な
存
在
意
義
が
認
め
ら
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い

て
は
、
変
遷
を
見
て
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
a
）
直
接
訴
権
者
保
護

　

初
期
に
お
い
て
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
が
破
毀
院
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
る
に
至
っ
た
の
は（（5
（

、
物
の
最
終
取
得
者
に
救
済
を
得
さ
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せ
る
べ
く
、
直
接
訴
権
者
に
特
別
な
保
護

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

を
与
え
る
た
め
で
あ
っ
た
と
解
す
る
こ
と
が
で
き
る（（5
（

。

　

第
一
に
、
先
述
の
通
り
、
債
権
者
代
位
権
で
は
、
第
三
者
か
ら
中
間
者
に
給
付
を
行
わ
せ
て
、
債
権
者
平
等
の
原
則
の
下
で
の
分

配
を
行
わ
せ
う
る
に
過
ぎ
な
い（（6
（

。
ま
た
、
物
の
最
終
取
得
者
と
中
間
者
と
の
間
の
契
約
に
中
間
者
の
免
責
条
項
が
存
在
し
て
い
る
場

合
に
は
、
被
保
全
債
権
が
存
在
し
な
く
な
る
た
め
、
債
権
者
代
位
権
は
行
使
で
き
な
い（（6
（

。
直
接
訴
権
は
、
こ
の
よ
う
な
債
権
者
代
位

権
の
不
都
合
を
回
避
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
。

　

第
二
に
、
初
期
の
判
例
に
お
い
て
は
、
物
の
最
終
取
得
者
に
よ
る
第
三
者
の
不
法
行
為
責
任
の
追
及
は
認
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た（（6
（

。

こ
れ
を
認
め
る
と
、
第
三
者
の
中
間
者
に
対
す
る
契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
を
理
由
と
し
て
、
不
法
行
為
責
任
と
し
て
契
約
利
益
を

追
求
で
き
る
こ
と
と
な
り
、
契
約
の
相
対
効
に
反
す
る
と
の
疑
義
が
生
ず
る
か
ら
で
あ
る（（6
（

。
直
接
訴
権
は
、
こ
の
よ
う
な
不
法
行
為

責
任
の
不
都
合
を
回
避
す
る
こ
と
を
も
可
能
と
す
る
。

（
b
）
第
三
者
保
護

　

も
っ
と
も
、
後
に
破
毀
院
は
、
こ
の
初
期
の
判
例
を
改
め
て
、
契
約
上
の
債
務
を
不
履
行
し
た
者
が
、
契
約
外
の
者
に
対
し
て
不

法
行
為
責
任
を
負
う
こ
と
を
認
め
た（（6
（

。
こ
う
し
て
不
法
行
為
責
任
の
成
立
が
肯
定
さ
れ
る
と
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
の
位
置
づ
け

は
変
容
を
被
る
こ
と
と
な
り
、
専
ら
請
求
を
受
け
る
第
三
者
を
保
護

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

す
る
た
め
の
制
度
と
し
て
機
能
す
る
に
至
る（（6
（

。

　

な
ぜ
な
ら
、
第
一
に
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
契
約
責
任
を
内
容
と
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
の
直
接
訴
権
が
成
立
す
る
と
、

請
求
権
非
競
合
原
則
に
よ
り
不
法
行
為
責
任
は
成
立
し
な
く
な
る（（6
（

。
第
二
に
、
こ
の
と
き
第
三
者
に
課
せ
ら
れ
る
契
約
責
任
は
、
中

間
者
・
第
三
者
間
の
契
約
上
の
責
任
で
あ
る
か
ら
、
第
三
者
は
同
契
約
上
の
責
任
免
除
・
制
限
条
項
な
ど
の
全
て
の
契
約
条
項
を
対

抗
で
き
、
同
契
約
を
基
準
と
し
て
短
期
の
期
間
制
限
が
課
さ
れ
る（（6
（

。
ま
た
、
債
務
不
履
行
に
基
づ
く
損
害
賠
償
の
範
囲
は
、
原
則
と

し
て
契
約
締
結
時
に
債
務
者
が
予
見
し
ま
た
は
予
見
で
き
た
範
囲
に
限
定
さ
れ
る
（
民
法
一
二
三
一
―

三
条
）。
第
三
に
、
こ
れ
に
対
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し
て
、
直
接
訴
権
が
成
立
し
な
い
者
に
は
（
例
え
ば
、
下
請
人
に
対
す
る
注
文
者
な
ど（

（6
（

）、
こ
の
よ
う
な
契
約
規
範
の
制
限
に
服
さ
な

い
不
法
行
為
責
任
を
追
及
す
る
権
利
が
与
え
ら
れ
る（（6
（

。

　

つ
ま
り
、
直
接
訴
権
者
は
、
請
求
権
非
競
合
原
則
の
た
め
に
、
不
法
行
為
責
任
を
追
及
で
き
る
非
直
接
訴
権
者
に
比
し
て
、
不
利

な
立
場
に
置
か
れ
る
の
で
あ
る
。
反
対
に
、
請
求
を
受
け
る
第
三
者
は
、
直
接
訴
権
者
に
対
し
て
中
間
者
と
の
間
で
締
結
し
た
契
約

に
基
づ
く
責
任
し
か
負
わ
な
く
な
る
と
い
う
形
で
、
自
ら
の
責
任
に
関
す
る
予
測
（prévision

）・
予
測
可
能
性
（prévisibilité

）
が

保
障
さ
れ
る
か
ら
、
不
法
行
為
責
任
を
追
及
さ
れ
る
場
合
に
比
し
て
、
有
利
な
立
場
に
置
か
れ
る
わ
け
で
あ
る（（7
（

。

　

さ
ら
に
、
破
毀
院
全
部
会
二
〇
〇
六
年
一
〇
月
一
六
日
判
決
（Bull.ass plén., n

o9

）
は
、
賃
借
人
か
ら
営
業
用
財
産
で
あ
る
不
動

産
の
管
理
を
委
託
さ
れ
た
受
託
者
に
よ
る
、
賃
貸
人
に
対
す
る
不
法
行
為
責
任
の
追
及
を
、「
…
…
第
三
者
〔
受
託
者
〕
は
、〔
賃
貸

人
の
〕
契
約
違
反
（m

anquem
ent contractuel

）
が
自
身
に
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
、
不
法
行
為
責
任
を
基
礎
と
し
て
、
契
約

違
反
を
援
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
」、
と
い
う
非
常
に
射
程
の
広
い
一
般
論
に
基
づ
い
て
認
め
た（（7
（

。
つ
ま
り
、
第
三
者
の
中
間
者
に

対
す
る
契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
さ
え
存
在
す
れ
ば
、
そ
れ
は
そ
の
債
務
不
履
行
に
よ
っ
て
損
害
を
被
っ
た
契
約
外
の
者
と
の
関
係

で
当
然
に
不
法
行
為
法
上
の
フ
ォ
ー
ト
を
構
成
し
、
契
約
外
の
者
は
当
然
に
第
三
者
の
不
法
行
為
責
任
を
追
及
で
き
る
の
で
あ
る
。

同
判
例
の
立
場
は
、
破
毀
院
全
部
会
二
〇
二
〇
年
一
月
一
三
日
判
決
（n

o17-19.963

）
に
お
い
て
も
踏
襲
さ
れ
て
い
る（（7
（

。

　

そ
れ
ゆ
え
、
以
上
の
判
例
理
論
の
下
で
は
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
も
は
や
直
接
訴
権
者
保
護
の
機
能
を
有
さ
ず

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
む
し
ろ

0

0

0

不
法
行
為
責
任
を
追
及
す
る
権
利
を
当
然
に
有
す
る
者
か
ら

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
請
求
権
非
競
合
原
則
に
よ
り
そ
の
権
利
を

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

剝0

奪
し
0

0

、
契
約
責
任
の
追

0

0

0

0

0

0

及
の
み
を
認
め
る
と
い
う
形
で

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（
言
い
代
え
れ
ば

0

0

0

0

0

0

、
契
約
外
の
者
に
よ
る
請
求
に
契
約
規
範
の
制
限
を
及
ぼ
す
と
い
う
形
で

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

）、
請
求
を
受

0

0

0

0

け
る
第
三
者
を
保
護
す
る
制
度
と
し
て
純
化
さ
れ
て
い
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
と
言
う
こ
と
が
で
き
る（（7
（

。
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Ⅲ　

二
〇
一
七
年
民
事
責
任
法
改
正
草
案
に
お
け
る
直
接
訴
権

　

以
上
を
踏
ま
え
て
、
二
〇
一
七
年
改
正
草
案
に
お
け
る
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
を
検
討
し
て
い
こ
う（（7
（

。

1　

規
定
の
内
容

　（
1
）
契
約
責
任
と
不
法
行
為
責
任
の
区
別

　

先
述
の
破
毀
院
全
部
会
二
〇
〇
六
年
一
〇
月
一
六
日
判
決
の
立
場
は
、
学
説
上
は
殆
ど
支
持
さ
れ
て
来
な
か
っ
た（（7
（

。
不
法
行
為
責

任
を
当
然
に
成
立
さ
せ
て
契
約
利
益
の
賠
償
を
認
め
る
こ
と
は
、
契
約
の
相
対
効
や
両
責
任
の
区
別
の
点
で
問
題
が
あ
る
し（（7
（

、
請
求

を
受
け
る
第
三
者
は
中
間
者
と
の
間
の
契
約
条
項
の
対
抗
が
認
め
ら
れ
な
い
な
ど
、
自
ら
の
責
任
に
関
す
る
予
測
可
能
性
が
害
さ
れ

る
か
ら
で
あ
る（（7
（

。

　

そ
こ
で
、
二
〇
一
七
年
草
案
一
二
三
四
条
一
項
は
、
契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
に
よ
り
損
害
を
被
っ
た
契
約
外
の
者
は
、
不
法
行

為
法
上
の
責
任
原
因
（fait générateur

）
を
証
明
し
な
け
れ
ば
、
不
法
行
為
責
任
を
追
及
で
き
な
い
と
規
定
す
る
こ
と
で
、
同
判

決
の
立
場
を
改
め
た
。
そ
の
責
任
原
因
の
一
つ
で
あ
る
フ
ォ
ー
ト
は
、
同
一
二
四
二
条
に
お
い
て
「
法
律
の
規
定
の
違
反
ま
た
は
一

般
的
な
慎
重
・
注
意
義
務
の
違
反
」、
と
定
義
さ
れ
て
い
る
か
ら
、
契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
は
、
当
然
に
は
契
約
外
の
者
に
対
す

る
フ
ォ
ー
ト
を
基
礎
づ
け
な
い
の
で
あ
る（（7
（

。

　（
2
）
責
任
追
及
の
直
接
訴
権

　

こ
の
点
を
踏
ま
え
て
、
同
一
二
三
四
条
二
項
は
、
直
接
訴
権
に
関
し
て
次
の
通
り
の
明
文
規
定
を
設
け
た
。

　
「
し
か
し
、
契
約
の
正
し
い
履
行
に
正
当
な
利
益
（intérêt légitim

e
）
を
有
し
て
い
る
第
三
者
〔
直
接
訴
権
者
〕
は
、
そ
の
者

〔
契
約
上
の
債
務
を
不
履
行
し
た
者
〕
が
自
身
に
損
害
を
与
え
た
と
き
は
、
契
約
責
任
に
基
づ
い
て
、
契
約
違
反
を
援
用
す
る
こ
と
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が
で
き
る
。
契
約
当
事
者
間
で
適
用
さ
れ
る
責
任
の
要
件
お
よ
び
制
限
は
、
そ
の
第
三
者
〔
直
接
訴
権
者
〕
に
対
抗
で
き
る
。
契
約

当
事
者
の
一
方
の
契
約
責
任
を
第
三
者
〔
直
接
訴
権
者
〕
と
の
関
係
で
制
限
す
る
全
て
の
条
項
は
、
書
か
れ
ざ
る
も
の
と
み
な
さ
れ

る
」。

　

同
第
一
文
に
よ
れ
ば
、
契
約
の
正
し
い
履
行
に
「
正
当
な
利
益
」
が
認
め
ら
れ
る
者
に
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
が
与
え
ら
れ
る
。

こ
れ
は
、
請
求
権
非
競
合
原
則
（
同
一
二
三
三
条
一
項
）
の
例
外
で
あ
り
、
責
任
原
因
が
証
明
さ
れ
れ
ば
不
法
行
為
責
任
も
成
立
し
、

直
接
訴
権
者
は
、
直
接
訴
権
に
基
づ
く
契
約
責
任
と
不
法
行
為
責
任
を
選
択
し
て
追
求
す
る
こ
と
が
で
き
る（（7
（

、
と
い
う
こ
と
を
含
意

し
て
い
る
。
こ
の
理
は
、
同
項
が
不
法
行
為
責
任
の
原
則
を
規
定
し
た
一
項
を
受
け
た
上
で
、「
し
か
し
」
で
導
か
れ
る
例
外
と
し

て
直
接
訴
権
を
規
定
し
て
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
文
言
上
表
明
さ
れ
て
い
る
と
理
解
で
き
る
。
そ
し
て
、
第
二
文
に
よ
れ
ば
、
こ
の

直
接
訴
権
は
、
従
前
の
判
例
と
同
様
に
、
第
三
者
と
中
間
者
の
間
の
契
約
の
条
項
・
責
任
の
要
件
や
制
限
に
従
う
、
中
間
者
が
第
三

者
に
有
し
て
い
た
同
契
約
に
基
づ
く
責
任
追
及
の
権
利
で
あ
る
。
第
三
文
は
、
第
三
者
・
中
間
者
間
の
契
約
条
項
の
う
ち
、
直
接
訴

権
者
と
の
関
係
で
の
責
任
の
み
を
制
限
す
る
も
の
は
効
力
を
有
さ
な
い
、
と
の
趣
旨
と
解
さ
れ
る（（8
（

。

2　

そ
の
存
在
意
義

　（
1
）
直
接
訴
権
者
保
護

　

こ
の
直
接
訴
権
は
、
現
行
法
と
は
異
な
っ
て

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
直
接
訴
権
者
の
不
利
益
を
回
避
さ
せ
る
た
め
に

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
直
接
訴
権
者
を
特
別
に
保
護
す

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

る
制
度
と
し
て
位
置
づ
け
が
改
め
ら
れ
て
い
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

　

す
な
わ
ち
、
仮
に
直
接
訴
権
が
認
め
ら
れ
な
い
と
、
直
接
訴
権
者
が
救
済
を
得
る
た
め
に
は
、
中
間
者
に
契
約
責
任
を
追
及
す
る

か
、
第
三
者
に
不
法
行
為
責
任
を
追
及
す
る
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
第
一
に
、
中
間
者
が
無
資
力
で
あ
る
場
合
に
は
、
同
人
に
対

す
る
契
約
責
任
の
追
及
は
功
を
奏
さ
な
い
か
ら
、
第
三
者
へ
の
責
任
追
及
を
認
め
な
け
れ
ば
救
済
を
得
ら
れ
な
い（（8
（

。
第
二
に
、
第
三
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者
の
不
法
行
為
責
任
が
成
立
す
る
た
め
に
は
、
先
述
の
通
り
不
法
行
為
法
上
の
責
任
原
因
、
特
に
フ
ォ
ー
ト
の
存
在
の
証
明
が
必
要

と
な
っ
た
と
こ
ろ
、
身
体
損
害
へ
の
一
般
的
な
注
意
義
務
が
契
約
化
し
た
安
全
債
務
を
除
い
て（（8
（

、
契
約
相
手
方
・
債
権
者
へ
の
給
付

に
向
け
ら
れ
た
契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
か
ら
、
契
約
外
の
者
に
対
す
る
一
般
的
な
注
意
義
務
の
違
反
（
フ
ォ
ー
ト
）
を
導
く
こ
と

は
、
困
難
ま
た
は
不
可
能
で
あ
る
と
言
わ
れ
る
。
こ
う
し
た
契
約
上
の
債
務
は
、
契
約
相
手
方
・
債
権
者
の
利
益
に
の
み
向
け
ら
れ

て
い
る
か
ら
で
あ
る（（8
（

。

　

つ
ま
り
、
二
〇
一
七
年
改
正
草
案
に
お
け
る
直
接
訴
権
は
、
こ
う
し
て
直
接
訴
権
者
が
救
済
を
得
ら
れ
な
く
な
る
事
態
を
避
け
る

べ
く
、
直
接
訴
権
者
に
特
別
な
保
護
を
与
え
る
制
度

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る（（8
（

。
し
た
が
っ
て
、
現
行
法
の
よ
う
な
、
請
求
を

受
け
る
第
三
者
の
自
己
の
責
任
に
関
す
る
予
測
可
能
性
を
保
障
す
る
と
い
う
第
三
者
保
護
の
観
点
か
ら
は
、
も
は
や
基
礎
づ
け
ら
れ

な
い
と
言
え
よ
う（（8
（

。

　（
2
）
そ
の
反
映

　

以
上
の
よ
う
な
直
接
訴
権
制
度
の
位
置
づ
け
が
、
現
在
の
学
説
の
議
論
に
反
映
し
て
い
る
と
解
さ
れ
る
。

　

第
一
に
、
改
正
草
案
の
よ
う
に
、
直
接
訴
権
者
に
特
別
な
保
護
を
与
え
る
必
要
性
は
本
当
に
存
在
す
る
の
か
、
そ
の
保
護
の
反
面

と
し
て
第
三
者
に
生
ず
る
特
別
な
不
利
益
は
正
当
化
で
き
る
の
か
が
、
疑
問
の
対
象
と
さ
れ
る
。

　

例
え
ば
、
第
三
者
の
契
約
利
益
の
賠
償
責
任
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
で
、
契
約
の
相
対
効
の
原
則
と
抵
触
が
生
じ
、
第
三
者
の
自
己

の
責
任
に
関
す
る
予
測
可
能
性
が
害
さ
れ
る
事
態
は
、
不
法
行
為
責
任
の
み
な
ら
ず
契
約
責
任
で
も
生
じ
る
、
中
間
者
の
無
資
力
は

そ
の
全
て
の
債
権
者
が
負
う
べ
き
リ
ス
ク
で
あ
る
、
損
害
を
被
っ
た
者
全
て
に
直
接
訴
権
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
、

身
体
損
害
は
不
法
行
為
責
任
に
一
本
化
さ
れ
て
い
る
の
に
他
の
損
害
で
は
被
害
者
の
保
護
が
厚
く
な
る
の
は
不
均
衡
で
あ
る（（8
（

、
な
ど

の
疑
問
が
呈
さ
れ
て
い
る（（8
（

。
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第
二
に
、
特
別
な
保
護
を
与
え
る
必
要
性
は
認
め
た
上
で
あ
っ
て
も
、
直
接
訴
権
の
成
立
範
囲
は
、
さ
ら
に
同
様
の
観
点
か
ら
吟

味
さ
れ
る
。

　

一
方
で
、
契
約
群
の
理
論
か
ら
は
直
接
訴
権
が
認
め
ら
れ
る
が
、
従
前
の
判
例
は
否
定
し
て
い
た
、
注
文
者
の
下
請
人
に
対
す
る

責
任
追
及
に
は
「
正
当
な
利
益
」
が
認
め
ら
れ
る
と
し
つ
つ（（8
（

、
契
約
連
鎖
の
関
係
に
無
く
と
も
、
契
約
と
密
接
な
関
係
を
有
す
る
者

に
は
同
利
益
が
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
と
の
見
解
が
あ
る（（8
（

。
こ
れ
は
、
直
接
訴
権
者
保
護
の
必
要
性
を
強
調
す
る
見
解
と
見
る

こ
と
が
で
き
る
。

　

他
方
で
、「
正
当
な
利
益
」
で
は
文
言
が
曖
昧
で
あ
り
、
損
害
を
被
っ
た
者
全
て
に
直
接
訴
権
が
成
立
し
か
ね
な
い
こ
と
か
ら（（9
（

、

ド
イ
ツ
の
第
三
者
の
た
め
の
保
護
効
を
伴
う
契
約
（V

ertrag m
it Schutzw

irkung für D
ritte

）
の
理
論
を
参
照
し
て
、
直
接
訴
権

者
が
他
の
救
済
手
段
を
持
た
な
い
こ
と
（
補
充
性
）
等
を
要
件
と
す
べ
き
で
あ
る
、
と
の
立
法
提
案
が
あ
る（（9
（

。
こ
う
し
た
提
案
を
受

け
た
、
直
近
の
二
〇
二
〇
年
七
月
二
九
日
の
元
老
院
の
立
法
提
案
一
二
三
四
条
二
項
も
、
正
当
な
利
益
と
共
に
補
充
性
を
直
接
訴
権

の
要
件
し
て
い
る（（9
（

。
こ
れ
ら
は
、
真
に
直
接
訴
権
者
保
護
の
必
要
性
、
第
三
者
の
不
利
益
の
正
当
化
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
っ
て
、

直
接
訴
権
の
成
立
を
認
め
よ
う
と
す
る
提
案
と
見
る
こ
と
が
で
き
る
。

Ⅳ　

結
語

　

以
上
の
よ
う
に
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
契
約
責
任
と
不
法
行
為
責
任
の
区
別
、
請
求
権
非
競
合
原
則
、
契
約
の
相
対
効
と

い
っ
た
原
理
的
な
問
題
と
関
わ
る
。
そ
し
て
、
近
時
の
改
正
提
案
は
、
そ
う
い
っ
た
諸
問
題
を
踏
ま
え
て
、
直
接
訴
権
者
に
付
与
さ

れ
る
特
別
な
保
護
と
、
そ
の
反
面
と
し
て
第
三
者
に
生
ず
る
特
別
な
不
利
益
と
の
調
整
を
行
お
う
と
し
て
い
る
。
改
正
の
今
後
の
進

展
は
不
透
明
で
あ
る
が
、
不
法
行
為
法
上
の
フ
ォ
ー
ト
と
契
約
上
の
債
務
の
不
履
行
の
分
離
に
伴
っ
て
、
少
な
く
と
も
責
任
追
及
の
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直
接
訴
権
の
存
在
意
義
が
、
請
求
を
受
け
る
第
三
者
の
自
ら
の
責
任
に
関
す
る
予
測
可
能
性
を
保
障
す
る
べ
く
請
求
に
契
約
規
範
の

制
限
を
及
ぼ
す
、
と
い
う
も
の
か
ら
、
直
接
訴
権
者
に
特
別
な
保
護
を
付
与
す
る
と
い
う
も
の
へ
と
変
容
（
初
期
の
理
念
へ
と
回
帰
）

し
た
こ
と
は
、
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
1
）　
加
賀
山
茂
「
民
法
六
一
三
条
の
直
接
訴
権« action directe »

に
つ
い
て
（
一
）
～
（
二
・
完
）」
阪
大
法
学
一
〇
二
号
六
五
頁
・

一
〇
三
号
八
七
頁
（
一
九
七
七
）、
特
に
一
〇
二
号
八
七
頁
以
下
、
工
藤
祐
巌
「
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
直
接
訴
権
（action directe

）

の
根
拠
に
つ
い
て
（
一
）
～
（
二
・
未
完
）」
南
山
法
学
二
〇
巻
二
号
二
三
頁
・
三
―

四
号
二
七
七
頁
（
一
九
九
六
）、
山
田
希
「
フ
ラ
ン

ス
直
接
訴
権
論
か
ら
み
た
わ
が
国
の
債
権
者
代
位
制
度
（
一
）
～
（
三
・
完
）」
名
古
屋
大
学
法
政
論
集
一
七
九
巻
一
八
一
頁
・
一
八
〇

巻
二
五
三
頁
・
一
九
二
巻
九
三
頁
（
一
九
九
九
―

二
〇
〇
二
）。
ま
た
、
平
野
裕
之
「
債
権
者
代
位
権
の
優
先
的
債
権
回
収
制
度
へ
の
転
用

（
一
）
～
（
三
）」
明
治
大
学
法
律
論
叢
七
二
巻
二
―

三
号
一
頁
・
四
号
六
五
頁
・
六
号
八
三
頁
（
二
〇
〇
〇
）、
二
―

三
号
九
頁
以
下
も
参

照
。

（
2
）　
野
澤
正
充
「
契
約
の
相
対
的
効
力
と
特
定
承
継
人
の
地
位
（
一
）
～
（
五
・
完
）」
民
商
法
雑
誌
一
〇
〇
巻
一
号
一
〇
八
頁
・
二
号

二
八
一
頁
・
四
号
六
二
〇
頁
・
五
号
八
六
二
頁
・
六
号
一
〇
六
六
頁
（
一
九
八
九
）、
平
野
裕
之
『
製
造
物
責
任
の
理
論
と
法
解
釈
』（
信

山
社
、
一
九
九
〇
）
四
二
頁
以
下
、
谷
口
知
平
＝
五
十
嵐
清
編
『
新
版
注
釈
民
法
（
13
）債
権
（
4
）』（
有
斐
閣
、
一
九
九
六
）
四
四
四

頁
以
下
〔
野
澤
正
充
〕、
松
浦
聖
子
「
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
契
約
当
事
者
と
第
三
者
の
関
係
お
よ
び
契
約
複
合
理
論
」
慶
應
義
塾
大
学
法

学
研
究
七
〇
巻
一
二
号
五
六
一
頁
（
一
九
九
七
）、
都
築
満
雄
『
複
合
取
引
の
法
的
構
造
』（
成
文
堂
、
二
〇
〇
七
）
九
六
頁
以
下
。

（
3
）　
近
時
の
網
羅
的
な
仏
語
文
献
と
し
て
、Ghestin

（J.

）, Jam
in

（C.

）et Billiau

（M
.

）, T
raité de droit civil, Les effets du 

contrat, 3
eéd., LGD

J., 2001, pp.1163 et s., D
ross

（W
.

）, A
ctions directes, J.-Cl. civ., art. 1341-3, Contrats et obligations 

fasc. 38-1, 2017, Gréau

（F.

）, Répertoire de droit civil, D
alloz, 2019, V

o A
ctions directes

を
専
ら
参
照
し
て
い
る
。

（
4
）　
契
約
相
手
方
と
債
務
者
を
分
け
て
定
義
し
て
い
る
の
は
、
例
え
ば
被
害
者
の
責
任
保
険
者
に
対
す
る
直
接
訴
権
に
お
い
て
は
、
直
接

訴
権
者
（
被
害
者
）
と
中
間
者
（
加
害
者
）
の
間
に
契
約
関
係
は
存
在
せ
ず
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
権
の
み
存
在
す
る
一
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方
で
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
、
直
接
訴
権
者
の
中
間
者
に
対
す
る
債
権
が
存
在
し
な
く
と
も
、
契
約
関
係
さ
え
存
在
す
れ
ば
認
め
ら

れ
る
た
め
で
あ
る
（
注（
42
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
参
照
）。

（
5
）　

近
時
の
邦
語
文
献
と
し
て
、
瀬
戸
口
祐
基
「
債
権
者
代
位
権
制
度
の
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
位
置
づ
け
」
神
戸
法
学
雑
誌
六
八
巻
四
号

二
七
三
頁
（
二
〇
一
九
）、
二
八
七
頁
以
下
。

（
6
）　D

ross, supra note 3, n
o2, Gréau, supra note 3, n

os3-4. 

工
藤
・
前
掲
注（
1
）二
号
二
四
―

二
五
頁
、
山
田
・
前
掲
注（
1
）一
七

九
巻
一
八
三
―

一
八
四
頁
。

　

直
接
訴
権
と
の
対
比
で
は
、
債
権
者
代
位
権
は
間
接
訴
権
（action indirecte

）
と
称
さ
れ
る
（
加
賀
山
・
前
掲
注（
1
）一
〇
二
号
八

八
頁
、
工
藤
・
前
掲
注（
1
）二
号
二
四
頁
、
瀬
戸
口
・
前
掲
注（
5
）二
七
四
頁
注（
3
））。

（
7
）　

要
件
に
着
目
す
る
と
、
明
文
規
定
を
必
要
と
す
る
真
正
直
接
訴
権
（veritables / vraies actions directes. 

狭
義
の
直
接
訴
権
）

と
、
明
文
規
定
を
要
せ
ず
解
釈
論
に
よ
っ
て
説
明
で
き
る
不
真
正
直
接
訴
権
（fausses / pseudo - actions directes. 

広
義
の
直
接

訴
権
）、
と
の
類
型
化
が
可
能
で
あ
る
（Solus

（H
.

）, L

’Action directe et l

’interprétation des articles 1753, 1798, 1994 du 
Code civil, thèse Paris, 1914, pp.34, 198 et 227-228, D

ross, supra note 3, n
o6, Gréau, supra note 3, n

o12

）。

　

効
果
に
着
目
す
る
と
、
直
接
訴
権
者
の
中
間
者
に
対
す
る
債
権
の
発
生
時
点
で
、
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る
債
権
に
処
分
禁
止
・
弁

済
禁
止
の
効
力
が
生
じ
る
完
全
直
接
訴
権
（actions directes parfaites

）
と
、
直
接
訴
権
の
行
使
時
点
で
こ
う
し
た
効
力
が
生
じ
る

不
完
全
直
接
訴
権
（actions directes inparfaites
）、
と
の
類
型
化
が
可
能
で
あ
る
（Plancqueel

（A
.

）, Contribution à l

’étude 
des actions directes, thèse Lille, 1935, p.96, D

ross, supra note 3, n
o107, Gréau, supra note 3, n

o107. 

加
賀
山
・
前
掲
注

（
1
）一
〇
二
号
九
〇
―

九
一
頁
、
山
田
・
前
掲
注（
1
）一
八
〇
巻
二
八
二
頁
）。

　

そ
の
他
に
も
、
場
面
・
機
能
に
着
目
し
て
、
所
有
権
・
用
益
・
労
務
と
い
う
価
値
の
移
転
が
存
在
し
て
い
る
場
面
の
直
接
訴
権
と
、
そ

れ
ら
が
存
在
せ
ず
弁
済
の
担
保
と
し
て
機
能
す
る
直
接
訴
権
、
と
い
う
独
自
の
類
型
も
あ
る
（D

ross, supra note 3, n
o50

）。

（
8
）　JO

RF n
o0035 du 1 1 févr. 2016, texte n

o2

を
参
照
。Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1229, Gréau, supra 
note 3, n

o51, V
iney

（G.

）, T
raité de droit civil, Introduction à la responsabilité, 4

eéd.,LGD
J, 2019, p.491, Le T

ourneau

（P.

）（sous la direction de

）, D
roit de la responsabilité et des contrats - R

égim
es d

’indem
nisation, 12

eéd., D
alloz, 2021, 

p.1251, n
os3116.21 et s.

な
ど
が
採
用
し
て
い
る
。
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た
だ
し
、
細
分
類
は
異
な
り
う
る
。Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, pp.1229 et 1260, 

お
よ
びGréau, supra note 

3, n
os 51-52 et 79 

を
参
照
。

（
9
）　

山
田
希
「
賃
貸
人
の
転
借
人
に
対
す
る
直
接
訴
権
」
松
川
正
毅
ほ
か
編
『
判
例
に
み
る
フ
ラ
ン
ス
民
法
の
軌
跡
』（
法
律
文
化
社
、

二
〇
一
二
）
二
二
六
頁
。

（
10
）　

作
内
良
平
「
建
築
下
請
人
の
報
酬
債
権
担
保
と
直
接
訴
権
：
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
一
九
七
五
年
法
を
素
材
と
し
て
」
本
郷
法
政
紀
要

一
五
巻
（
二
〇
〇
六
）
三
七
頁
。

（
11
）　

そ
の
他
の
例
に
つ
い
て
は
、Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, pp.1229 et s., Gréau, supra note 3, n
os52-86. 

邦
語

文
献
と
し
て
、
工
藤
・
前
掲
注（
1
）二
号
三
〇
頁
以
下
・
三
―

四
号
二
七
八
頁
以
下
、
山
田
・
前
掲
注（
1
）一
七
九
巻
一
八
九
頁
以
下
・

二
〇
三
頁
以
下
な
ど
。

（
12
）　

同
条
は
履
行
請
求
の
直
接
訴
権
に
の
み
関
係
し
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
の
法
定
を
要
求
す
る
も
の
で
は
な
い
（JO

RF, supra 
note 8, texte n

o2, François
（G.

）, Les obligations régim
e général, 4

eéd, Econom
ica, 2017, p.437 note 4, Gréau, supra 

note 3, n
o11

な
ど
）。
文
言
と
し
て
も
、
同
条
は
債
権
の
「
履
行
（paiem

ent

、
弁
済
）」
に
関
す
る
直
接
訴
権
を
対
象
と
し
て
い
る
。

　

つ
ま
り
、
履
行
請
求
の
直
接
訴
権
は
真
正
直
接
訴
権
で
あ
る
（
注（
7
）参
照
）。
な
お
、
完
全
直
接
訴
権
か
不
完
全
直
接
訴
権
か
は
、

明
文
規
定
の
規
律
内
容
に
応
じ
て
定
ま
る
。

（
13
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, pp.1165-1166, JO
RF, supra note 8, texte n

o2, François, supra note 12, 
p.437

な
ど
。
ま
た
、D
ross, supra note 3, n

o6, Gréau, supra note 3, n
o2.

　

同
原
則
に
関
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
野
澤
・
前
掲
注（
2
）一
号
一
一
三
頁
以
下
。

（
14
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1165-1166, JO
RF, supra note 8, texte n

o2, François, supra note 12, p.437

な
ど
。
ま
た
、D

ross, supra note 3, n
o6, Gréau, supra note 3, n

o4.

（
15
）　

一
般
法
上
の
債
務
不
履
行
責
任
を
生
じ
さ
せ
る
適
合
物
給
付
義
務
違
反
（defaut de conform

ité

）
で
も
、
直
接
訴
権
は
成
立
す

る
（
破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
八
三
年
三
月
九
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o92

）、
破
毀
院
全
部
会
一
九
八
六
年
二
月
七
日
判
決
（Bull.civ.

ass plén., n
o2

）な
ど
）。D

ross, supra note 3, n
o15, Gréau, supra note 3, n

o89. 

野
澤
・
前
掲
注（
2
）六
四
五
―

六
四
六
頁
、
平

野
・
前
掲
注（
2
）六
九
頁
以
下
、
都
築
・
前
掲
注（
2
）一
〇
一
頁
も
参
照
。
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（
16
）　

瑕
疵
担
保
責
任
（
民
法
一
六
四
一
条
）
が
典
型
例
で
あ
る
（
破
毀
院
民
事
部
一
八
八
四
年
一
二
月
一
二
日
判
決
（D

.1885.1.357

）な

ど
多
数
。
野
澤
・
前
掲
注（
2
）四
号
六
二
五
―

六
二
六
頁
、
平
野
・
前
掲
注（
2
）四
二
頁
以
下
・
六
九
頁
以
下
を
参
照
）。
ほ
か
、
追
奪
担

保
責
任
（
民
法
一
六
二
六
条
）
で
も
直
接
訴
権
は
成
立
す
る
（
破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
九
〇
年
三
月
二
九
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, 
n

o93
））。D

ross, supra note 3, n
o15, Gréau, supra note 3, n

o89.

　

消
費
法
典
上
の
適
合
性
担
保
責
任
（
L
．二
一
七
―

四
条
以
下
）
に
つ
い
て
は
、
後
述
の
従
た
る
権
利
の
理
論
か
ら
、
中
間
者
は
消
費
者

で
は
な
く
事
業
者
で
あ
っ
た
た
め
、
第
三
者
に
対
し
て
当
該
担
保
責
任
を
追
及
す
る
権
利
を
有
さ
ず
、
中
間
者
か
ら
直
接
訴
権
者
に
移
転

す
る
権
利
が
存
在
し
な
か
っ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
直
接
訴
権
の
成
立
を
否
定
し
た
破
毀
院
第
一
民
事
部
二
〇
一
八
年
六
月
六
日
判
決

（Bull.civ.I, n
o102

）
が
あ
る
（Gréau, supra note 3, n

o100, V
iney, supra note 8, p.492, note 530

）。

（
17
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, pp.1173 et s., 1251 et s., Gréau, supra note 3, n
os84 et s.

（
18
）　

平
野
・
前
掲
注（
2
）四
二
頁
以
下
、
同
「
E​

U
各
国
の
製
造
物
責
任　

Ⅲ　

フ
ラ
ン
ス
」
小
林
秀
之
責
任
編
集
『
新
製
造
物
責
任
法

体
系
Ⅰ
海
外
編
〔
新
版
〕』（
弘
文
堂
、
一
九
九
八
）
四
四
四
頁
に
詳
し
い
。

（
19
）　A

ncel

（P.

）, Les arrêts de 1988 sur l

’action en responsabilité contractuelle dans les groupes de contrats, quinze 
ans après, in M

élanges Ponsard

（A
.

）, Litec, 2003, p.3, p.13 note 47‌ et p.27, Gréau, supra note 3, n
o100, Le T

ourneau, 
supra note 8, p.1257, n

o3116.42

な
ど
が
、
こ
の
趣
旨
と
見
え
る
。

（
20
）　

民
法
一
二
四
五
―

一
七
条
一
項
は
、
製
造
物
責
任
の
規
定
は
、
被
害
者
の
有
す
る
他
の
契
約
責
任
、
契
約
外
責
任
、
特
別
の
責
任
に

基
づ
く
権
利
に
影
響
を
与
え
な
い
と
し
て
い
る
。
ゆ
え
に
、
同
項
を
文
言
通
り
読
め
ば
、
身
体
損
害
・
目
的
物
以
外
の
財
産
に
対
す
る
損

害
に
つ
い
て
も
、
従
前
と
同
様
に
直
接
訴
権
の
成
立
は
妨
げ
ら
れ
な
い
（
後
藤
巻
則
『
消
費
者
契
約
の
法
理
論
』（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
二
）

二
八
七
頁
）。

　

し
か
し
、
同
項
制
定
後
の
欧
州
司
法
裁
判
所
二
〇
〇
二
年
四
月
二
五
日
判
決
（C-183/00. 

同
日
付
のC-52/00

も
同
趣
旨
）
は
、
製

造
物
責
任
に
関
す
る
一
九
八
五
年
七
月
二
五
日
E​

C
理
事
会
指
令
一
三
条
に
つ
い
て
、
製
造
物
責
任
と
の
併
存
が
認
め
ら
れ
る
の
は
、
瑕

疵
担
保
責
任
や
フ
ォ
ー
ト
に
基
づ
く
責
任
と
い
っ
た
異
な
る
根
拠
に
基
づ
く
責
任
に
限
ら
れ
（n

o31

）、
同
一
の
根
拠
に
基
づ
く
責
任
は

併
存
し
な
い
と
し
た
（n

o33

）。
し
た
が
っ
て
、
同
項
の
下
で
も
、
安
全
性
の
欠
如
と
い
う
製
造
物
責
任
と
同
一
の
根
拠
を
有
す
る
、
結

果
債
務
と
し
て
の
安
全
債
務
違
反
に
基
づ
く
責
任
や
（
後
藤
・
本
注
二
六
〇
頁
以
下
）、
物
の
所
為
に
基
づ
く
責
任
は
、
成
立
し
な
い
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（V
iney

（G
.

）, Jourdain

（P.

） et C
arval

（S.

）, T
raité de droit civil, L

es régim
es spéciaux et l

’assurance de 
responsabilité, 4

e éd., LGD
J., 2017, pp.90-92, Le T

ourneau, supra note 8, p.2572, n
o6311.12

な
ど
）。
そ
う
す
る
と
、
身
体
損

害
・
目
的
物
以
外
の
財
産
に
対
す
る
損
害
に
関
す
る
直
接
訴
権
も
、
債
務
不
履
行
責
任
・
担
保
責
任
で
は
あ
る
が
、
安
全
性
の
欠
如
を
根

拠
と
す
る
も
の
と
し
て
、
否
定
さ
れ
る
と
も
言
い
う
る
（V

iney, Jourdain et Carval, op.cit., p.94

が
、
瑕
疵
担
保
責
任
に
関
し
て

こ
の
趣
旨
か
）。
よ
り
一
般
的
に
、
契
約
上
の
債
務
不
履
行
を
構
成
す
れ
ば
契
約
責
任
・
直
接
訴
権
が
成
立
す
る
が
、
身
体
損
害
の
よ
う

に
債
務
不
履
行
を
構
成
し
な
い
も
の
に
は
不
法
行
為
責
任
が
成
立
す
る
と
し
て
、
損
害
の
種
類
と
債
務
不
履
行
の
有
無
を
対
応
さ
せ
た
区

別
を
す
る
見
解
も
あ
る
（Le T

ourneau, supra note 8, p.1257, n
o3116.42

な
ど
）。

　
さ
ら
に
、
身
体
損
害
に
関
し
て
は
、
二
〇
一
六
年
四
月
二
九
日
民
事
責
任
法
改
正
準
備
草
案
一
二
三
三
条
二
項
は
、
契
約
外
責
任
の
み

に
よ
っ
て
規
律
さ
れ
る
と
し
て
い
た
。
し
か
し
、
二
〇
一
七
年
改
正
草
案
一
二
三
三
―

一
条
二
項
は
、
契
約
外
責
任
で
あ
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
被
害
者
は
自
己
に
有
利
な
契
約
条
項
を
援
用
で
き
る
と
す
る
（
以
上
、
平
野
裕
之
「
身
体
損
害
に
つ
い
て
の
損
害
賠
償
責
任
の
一

元
化
」
慶
應
義
塾
大
学
法
学
研
究
九
〇
巻
五
号
一
頁
（
二
〇
一
七
）、
二
四
頁
以
下
・
三
七
頁
）。
ま
た
、
二
〇
二
〇
年
七
月
二
九
日
の
元

老
院
の
民
事
責
任
法
改
正
提
案
一
二
三
三
条
二
項
は
、
身
体
損
害
に
関
す
る
両
責
任
の
併
存
を
、
少
な
く
と
も
契
約
当
事
者
間
に
お
い
て

は
、
請
求
権
競
合
原
則
の
例
外
と
し
て
認
め
て
い
る
（Sénat, 2019-2020, n

o678, Proposition de loi, p.17, id., n
o663, Rapport 

d

’inform
ation, pp.34 et s.

）。
契
約
当
事
者
間
で
契
約
責
任
が
成
立
す
れ
ば
、
後
述
の
従
た
る
権
利
の
理
論
か
ら
は
、
直
接
訴
権
者
に

そ
の
責
任
追
及
の
権
利
が
移
転
す
る
形
で
、
直
接
訴
権
が
成
立
し
う
る
と
言
え
る
（
同
提
案
に
お
け
る
直
接
訴
権
の
規
律
は
、
注（
92
）お

よ
び
対
応
す
る
本
文
も
参
照
）。

（
21
）　
明
文
規
定
と
し
て
は
、
建
売
不
動
産
の
売
買
契
約
の
連
鎖
に
お
け
る
売
主
の
転
得
者
に
対
す
る
責
任
（
民
法
一
六
四
六
―

一
条
二
項
）、

お
よ
び
、
建
築
請
負
人
の
転
得
者
に
対
す
る
責
任
（
一
七
九
二
条
一
項
）、
が
あ
る
。

　
し
か
し
、
こ
れ
ら
は
以
下
に
見
る
判
例
法
理
の
一
部
が
明
文
化
さ
れ
た
も
の
に
過
ぎ
ず
、
一
八
〇
四
年
起
草
時
民
法
典
に
は
存
在
し
な

か
っ
た
も
の
で
あ
る
（Gréau, supra note 3, n

o90

、
野
澤
・
前
掲
注（
2
）四
号
六
三
一
―

六
三
三
頁
）。

（
22
）　
つ
ま
り
、
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
不
真
正
直
接
訴
権
で
あ
る
（
注（
7
）参
照
。Gréau, supra note 3, n

o104

）。

　
な
お
、
完
全
直
接
訴
権
か
不
完
全
直
接
訴
権
か
は
、
こ
の
分
類
は
中
間
者
が
保
持
す
る
第
三
者
に
対
す
る
権
利
を
差
し
押
さ
え
た
の
と

同
様
の
効
果
（
固
定
化
、im

m
obitisation

）
が
生
じ
る
時
点
に
着
目
し
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
中
間
者
か
ら
直
接
訴
権
者
に
権
利
が
移
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転
す
る
責
任
追
及
の
直
接
訴
権
は
い
ず
れ
で
も
な
い
、
と
言
う
べ
き
で
あ
ろ
う
。
た
だ
し
、
弁
済
や
相
殺
な
ど
の
契
約
に
外
在
す
る
抗
弁

の
対
抗
の
時
点
は
、
明
確
に
さ
れ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
が
、
や
は
り
問
題
と
な
ろ
う
（D

ross, supra note 3, n
os107 et 115

が
不

完
全
直
接
訴
権
と
し
て
い
る
の
は
、
こ
の
趣
旨
と
解
さ
れ
る
）。

（
23
）　

有
体
物
に
従
属
す
る
の
が
従
物
、
権
利
に
従
属
す
る
の
が
従
た
る
権
利
で
あ
る
か
ら
、
正
確
に
は
、
有
体
物
の
所
有
権
と
い
う
権
利

に
従
た
る
権
利
と
い
う
べ
き
で
あ
る
（Puig

（P.

）, Faut-il supprim
er l

’action directe dans les chaînes de contrats ?, in 
M

élanges Calais-A
uloy

（J.

）, D
alloz, 2004, p.913, p.920, D

eshayes

（O
.

）, La transm
ission de plein droit des obligations 

à l

’ayant cause à titre particulier, LGD
J, 2005, pp.263-264

）。

（
24
）　

以
上
に
つ
き
、D

ross, supra note 3, n
o14, Gréau, supra note 3, n

os28 et 94. 

特
に
最
初
に
こ
の
理
を
示
し
た
判
例
と
し
て
、

売
買
の
連
鎖
に
お
け
る
瑕
疵
担
保
責
任
に
つ
い
て
、
注（
16
）・
破
毀
院
民
事
部
一
八
八
四
年
一
二
月
一
二
日
判
決
「
…
…
物
の
売
買
は
、

そ
の
全
て
の
従
物
、
特
に
売
主
〔
中
間
者
〕
が
そ
の
物
を
契
機
と
し
て
取
得
し
え
た
〔
第
三
者
に
対
す
る
〕
訴
権
を
包
含
す
る
」。
ま
た
、

注
文
者
に
よ
る
請
負
人
の
売
主
に
対
す
る
適
合
物
給
付
義
務
違
反
の
追
及
に
つ
い
て
、
注（
15
）・
破
毀
院
全
部
会
一
九
八
六
年
二
月
七
日

判
決
「
し
か
し
、
注
文
者
〔
直
接
訴
権
者
〕
は
、
転
得
者
と
同
様
に
、
前
主
〔
請
負
人
・
中
間
者
〕
に
帰
属
し
て
い
た
物
に
付
着
す
る

〔
第
三
者
に
対
す
る
〕
全
て
の
権
利
お
よ
び
訴
権
を
享
受
す
る
」。

　

邦
語
文
献
と
し
て
、
野
澤
・
前
掲
注（
2
）一
号
一
二
六
頁
以
下
・
四
号
六
二
五
頁
以
下
・
六
四
八
頁
以
下
、
谷
口
＝
五
十
嵐
・
前
掲
注

（
2
）四
四
五
―

四
四
七
頁
〔
野
澤
〕、
都
築
・
前
掲
注（
2
）九
六
―

一
〇
一
頁
な
ど
。

（
25
）　

も
っ
と
も
、
現
行
法
で
は
、
債
権
譲
渡
の
第
三
者
対
抗
要
件
は
譲
渡
行
為
が
行
わ
れ
た
時
点
で
当
然
に
備
わ
る
か
ら
（
同
項
）、
当

然
に
第
三
者
に
対
抗
で
き
る
と
い
う
点
で
は
、
直
接
訴
権
と
相
違
は
無
い
。

（
26
）　

以
上
の
点
に
つ
き
、
履
行
請
求
の
直
接
訴
権
も
含
め
て
、D

ross, supra note 3, n
o13, Gréau, supra note 3, n

o27.

（
27
）　

特
に
契
約
群
の
理
論
を
提
唱
し
たT

eyssié 

（B.

）, Les groupes de contrats, LGD
J, 1975

（
都
築
・
前
掲
注（
2
）一
一
八
頁
以

下
）、
下
位
契
約
に
関
す
るN

éret

（J.

）, Le sous-contrat, LGD
J, 1979

（
都
築
・
前
掲
注（
2
）一
二
二
頁
以
下
）。
近
時
の
著
作
と
し

て
、Bacache-Gibeili

（M
.

）, La relativité des conventions et les groupes de contrats, LGD
J, 1996

（
都
築
・
前
掲
注（
2
）一

三
一
頁
以
下
）。

（
28
）　

破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
八
八
年
六
月
二
一
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o202

）な
ど
。
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（
29
）　

以
上
の
判
例
の
展
開
は
、Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, pp.1174-1175, 1183-1188, 1198-1199, 1251 et s., D
ross, 

supra note 3, n
os14 et s., Gréau, supra note 3, n

os28, 9 4 et s., V
iney, supra note 8, pp.490 et s., pp.575-576, T

erré

（F.

）, 
Sim

ler

（P.

）, Lequette

（Y
.

）et Chénedé

（F.

）, D
roit civil, Les O

bligations, 12
eéd., D

alloz, 2019, pp.766-767, 1177-1178, 
1676, Le T

ourneau, supra note 8, pp.1251 et s., n
os3116.32 et s.

な
ど
を
参
照
。
邦
語
文
献
と
し
て
、
野
澤
・
前
掲
注（
2
）四
号

六
二
五
―

六
四
七
頁
（1991

年
判
決
以
前
ま
で
）、
松
浦
・
前
掲
注（
2
）五
七
三
―

五
七
六
頁
、
谷
口
＝
五
十
嵐
・
前
掲
注（
2
）四
四
五
―

四
四
八
頁
〔
野
澤
〕、
山
田
・
前
掲
注（
1
）一
八
〇
号
二
五
八
―

二
六
〇
頁
、
都
築
・
前
掲
注（
2
）一
〇
二
頁
以
下
、
同
「
契
約
の
相
対
効

と
契
約
群
」
松
川
ほ
か
編
・
前
掲
注（
9
）一
六
九
頁
以
下
を
参
照
。

（
30
）　

判
例
の
列
挙
は
控
え
る
。
例
と
し
て
注（
15
）（
16
）を
参
照
。

（
31
）　

注（
29
）に
対
応
す
る
本
文
の
前
に
見
た
、
破
毀
院
全
部
会
一
九
九
一
年
七
月
一
二
日
判
決
。

（
32
）　

破
毀
院
第
三
民
事
部
二
〇
〇
一
年
一
一
月
二
八
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

.n
o137

）。

（
33
）　

破
毀
院
第
三
民
事
部
二
〇
一
四
年
一
一
月
二
六
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

.n
o159

）。

（
34
）　

判
例
の
立
場
は
、
要
す
る
に
、
直
接
訴
権
者
と
請
求
を
受
け
る
第
三
者
と
の
間
に
、
二
つ
の
請
負
契
約
（
下
請
関
係
）
が
介
在
し
て

い
る
場
合
に
は
直
接
訴
権
は
成
立
せ
ず
、
一
つ
で
あ
れ
ば
成
立
す
る
、
と
見
る
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
解
決
を
正
当
化
す
る
の
は

難
し
い
（D

ross, supra note 3, n
os17 et 55, Gréau, supra note 3, n

os95-98, Le T
ourneau, supra note 8, pp.1254-1255, 

n
o3116.36

参
照
）。

　

第
一
に
、
請
負
契
約
に
基
づ
く
所
有
権
取
得
の
根
拠
に
つ
い
て
、
見
解
が
一
致
し
て
い
な
い
。
一
方
で
、
下
請
人
の
所
有
物
は
注
文 

者
の
財
産
に
添
付
（accession

）
し
、
原
始
取
得
に
よ
っ
て
注
文
者
に
帰
属
す
る
の
で
あ
り
、
請
負
契
約
に
よ
る
承
継
取
得
で
は
な 

い
と
す
る
と
（M

azeaud

（H
., L., J.

） et Chabas

（F.
）, Leçons de droit civil, t.2, vol.1, O

bligations, théorie générale, 
M

ontchrestien, 1998, p.881

）、
判
例
と
異
な
っ
て
、
請
負
契
約
が
一
つ
で
も
介
在
し
て
い
る
場
合
は
直
接
訴
権
を
否
定
す
べ
き
こ
と

と
な
る
（Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1201
参
照
）。
他
方
で
、
請
負
契
約
に
も
所
有
権
移
転
の
効
果
が
認
め
ら
れ
る

（Puig, supra note 23, pp.927-928, id., La qualification du contrat d
’entreprise, LGD

J, 2002, pp.634 et s.

な
ど
）、
ま
た
は

原
始
取
得
か
承
継
取
得
か
と
い
う
法
形
式
を
重
視
す
べ
き
で
は
な
い
と
す
る
と
（M

ainguy

（D
.

）, L

’actualité des actions directes 
dans les chaînes de contrats, in M

élanges Béguin

（J.

）, Litec, 2005, p.449, pp.457-458

な
ど
）、
判
例
と
異
な
っ
て
、
請
負
契
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約
が
二
つ
介
在
し
て
い
る
場
合
も
直
接
訴
権
を
肯
定
す
べ
き
こ
と
と
な
る
。

　

第
二
に
、
結
論
の
妥
当
性
に
問
題
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
注
文
者
の
下
請
人
に
対
す
る
直
接
訴
権
の
成
立
を
否
定
し
、
不
法
行
為
責
任

の
追
及
の
み
を
認
め
る
と
（
注（
29
）に
対
応
す
る
本
文
の
前
を
参
照
）、
下
請
契
約
上
の
契
約
条
項
を
注
文
者
に
対
抗
で
き
な
い
こ
と
と

な
る
が
（
注（
69
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
参
照
）、
こ
れ
は
同
一
の
給
付
を
目
的
と
し
て
お
り
二
つ
の
契
約
の
関
係
が
特
に
密
接
で
あ
る

下
請
関
係
の
規
律
と
し
て
妥
当
と
言
え
る
か
、
つ
ま
り
他
の
契
約
連
鎖
よ
り
も
契
約
責
任
た
る
直
接
訴
権
の
成
立
を
認
め
る
べ
き
必
要
性

が
あ
る
の
で
は
な
い
の
か
、
と
の
疑
問
が
生
ず
る
（A

ncel, supra note 19, pp.24-25, V
iney, supra note 8, p.501

）。

（
35
）　

最
初
に
こ
の
理
を
明
確
に
し
た
判
決
と
し
て
、
破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
七
九
年
一
〇
月
九
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o241

）「
…
…

転
得
者
が
製
造
者
や
中
間
売
主
に
対
し
て
有
す
る
、
製
造
売
却
さ
れ
た
物
の
瑕
疵
担
保
の
直
接
訴
権
は
、
必
然
的
に
契
約
の
性
質
を
有
す

る
…
…
」。Gréau, supra note 3, n

o91, 

野
澤
・
前
掲
注（
2
）四
号
六
三
六
―

六
三
七
頁
、
谷
口
＝
五
十
嵐
・
前
掲
注（
2
）四
四
六
―

四

四
七
頁
〔
野
澤
〕、
都
築
・
前
掲
注（
2
）九
八
頁
な
ど
。

（
36
）　

破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
九
二
年
五
月
二
六
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o175

）「
…
…
直
接
訴
権
者
〔Sochan

社
〕
は
契
約
の
性
質
を

有
す
る
訴
権
を
行
使
し
て
い
る
の
で
、
第
三
者
〔W

anson

社
〕
は
、
自
己
の
契
約
相
手
方
〔
中
間
者
〕
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
た
全

て
の
防
御
方
法
を
、
直
接
訴
権
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
…
…
」
な
ど
。Ghestin, Jam

ain et Billiau, supra note 3, pp.1288-
1289, D

ross, supra note 3, n
o101, Gréau, supra note 3, n

o30.

（
37
）　

注（
36
）・
破
毀
院
一
九
九
二
年
五
月
二
六
日
判
決
な
ど
。

（
38
）　

破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
九
一
年
一
〇
月
三
〇
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o251

）。
た
だ
し
、
こ
の
解
決
は
他
の
類
型
の
直
接
訴
権
に

ま
で
は
一
般
化
さ
れ
て
い
な
い
（D

ross, supra note 3, n
o97, 

山
田
・
前
掲
注（
1
）一
八
〇
号
二
七
六
頁
参
照
）。

（
39
）　

破
毀
院
第
一
民
事
部
二
〇
〇
七
年
三
月
二
七
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o129

）な
ど
。

　

か
つ
て
は
、
対
抗
を
否
定
す
る
判
決
や
（
破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
九
〇
年
一
一
月
六
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o230

）。
山
田
・
前
掲

注（
1
）一
八
〇
号
二
七
六
―

二
七
七
頁
参
照
）、
直
接
訴
権
者
が
当
該
条
項
を
合
理
的
に
知
ら
な
か
っ
た
の
で
あ
れ
ば
対
抗
で
き
な
い
と
す

る
判
決
が
あ
り
（
破
毀
院
第
一
民
事
部
二
〇
〇
一
年
二
月
六
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o22

））、
従
た
る
権
利
と
し
て
の
移
転
と
い
う
法
律

構
成
と
齟
齬
を
来
し
て
い
た
が
、
是
正
さ
れ
た
も
の
と
見
え
る
（
こ
の
点
の
変
遷
は
、D

ross, supra note 3, n
o98

が
詳
し
い
）。

　

な
お
、
二
〇
一
六
年
一
一
月
一
八
日
改
正
後
の
民
法
二
〇
六
一
条
に
よ
る
影
響
に
つ
い
て
、Gréau, supra note 3, n

o143.



96

法学研究 94 巻 11 号（2021：11）

（
40
）　

注（
36
）・
破
毀
院
一
九
九
二
年
五
月
二
六
日
判
決
な
ど
。

（
41
）　

破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
九
五
年
六
月
二
〇
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o275

）な
ど
。
適
合
物
給
付
義
務
違
反
に
つ
き
同
旨
、
破
毀
院

第
一
民
事
部
二
〇
〇
四
年
七
月
一
三
日
判
決
（n

o01-12.040

）。

　

か
つ
て
は
、
中
間
者
に
と
っ
て
瑕
疵
が
隠
れ
て
い
る
か
ど
う
か
は
直
接
訴
権
の
成
否
に
影
響
を
与
え
な
い
と
し
た
判
決
も
あ
っ
た
が

（
破
毀
院
商
事
部
一
九
八
七
年
一
一
月
二
四
日
判
決
（Bull.civ.Ⅳ

, n
o250

）。
山
田
・
前
掲
注（
1
）一
八
〇
号
二
五
六
―

二
五
七
頁
）、
こ

れ
は
現
在
で
は
孤
立
し
た
判
決
と
見
ら
れ
て
い
る
（Gréau, supra note 3, n

os29 et 129. Ghestin, Jam
in et Billiau, supra note 

3, p.1253, D
ross, supra note 3, nos 20, 102 et 115

も
参
照
）。

（
42
）　

時
効
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
八
年
六
月
一
七
日
の
時
効
法
改
正
前
は
、
契
約
上
の
責
任
追
及
が
原
則
三
〇
年
（
同
改
正
前
二
二
六
二

条
）、
不
法
行
為
上
の
責
任
追
及
が
原
則
一
〇
年
で
あ
り
（
一
九
八
五
年
七
月
五
日
法
）、
差
異
が
存
在
し
て
い
た
が
、
同
改
正
に
よ
っ
て

両
者
は
原
則
五
年
に
統
一
さ
れ
た
（
民
法
二
二
二
四
条
）。V

iney

（G.

）, Jourdain

（P.

） et Carval

（S.

）, T
raité de droit civil, 

Les effets de la responsabilité, 4
eéd., LGD

J., 2017, p.807

を
参
照
。

　

時
効
の
進
行
時
期
に
つ
い
て
は
、
注
文
者
の
請
負
人
の
売
主
に
対
す
る
直
接
訴
権
に
つ
い
て
、
売
主
か
ら
請
負
人
へ
の
物
の
引
渡
し
の

時
点
か
ら
時
効
が
進
行
す
る
と
し
、
こ
の
時
効
の
完
成
を
理
由
に
直
接
訴
権
を
否
定
し
た
、
破
毀
院
第
三
民
事
部
二
〇
一
八
年
六
月
七
日

判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o59

）。
ま
た
、
売
買
の
連
鎖
に
お
け
る
直
接
訴
権
（
転
得
者
は
請
負
人
）
に
つ
い
て
、
瑕
疵
担
保
責
任
に
関
す
る

民
法
一
六
四
八
条
の
期
間
制
限
に
重
ね
て
、
商
法
L
．一
一
〇
―

四
条
の
時
効
が
最
初
の
契
約
時
か
ら
進
行
す
る
と
し
、
こ
の
時
効
の
完
成

を
理
由
に
直
接
訴
権
を
否
定
し
た
、
破
毀
院
商
事
部
二
〇
一
九
年
一
月
一
六
日
判
決
（n

o17-21.477

）。D
ross, supra note 3, n

o115, 
V

iney, supra note 8, p.498, note 570, Le T
ourneau, supra note 8, p.1254, n

o3116.35

を
参
照
。

　

短
期
の
期
間
制
限
に
つ
い
て
は
、
注
文
者
の
請
負
人
の
売
主
に
対
す
る
直
接
訴
権
に
つ
い
て
、
中
間
者
〔
請
負
人
・
買
主
〕・
第
三
者

〔
売
主
〕
間
の
売
買
契
約
に
C​

I​

S​

G
が
適
用
さ
れ
、
同
三
九
条
の
不
適
合
通
知
の
遅
れ
に
よ
り
中
間
者
は
第
三
者
に
責
任
追
及
で
き
な

か
っ
た
た
め
に
直
接
訴
権
の
成
立
を
否
定
し
た
、
破
毀
院
第
三
民
事
部
二
〇
一
九
年
四
月
一
八
日
判
決
（n

o17-26.674

）。

（
43
）　

注（
42
）の
諸
判
例
を
参
照
。

（
44
）　

か
つ
て
は
、
契
約
群
の
理
論
の
下
、
中
間
者
が
直
接
訴
権
者
に
責
任
を
負
う
こ
と
が
要
件
と
な
り
、
直
接
訴
権
者
は
中
間
者
と
第
三

者
の
責
任
の
い
ず
れ
か
低
い
方
を
限
度
と
し
て
成
立
す
る
、
と
い
う
「
二
重
の
制
限
（double lim

ite

）」
を
課
す
判
決
が
あ
っ
た
が
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（
破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
八
八
年
三
月
八
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o69

）な
ど
。
都
築
・
前
掲
注（
2
）一
〇
二
―

一
〇
五
頁
参
照
）、
現
在

の
判
例
は
こ
れ
を
採
用
せ
ず
、
第
三
者
の
責
任
と
い
う
一
つ
の
制
限
の
み
を
課
し
て
い
る
（Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 
3, p.1289, Puig, supra note 23, p.941, D

ross, supra note 3, n
o 118, Gréau, supra note 3, n

os112 et 118

）。

（
45
）　

破
毀
院
商
事
部
二
〇
〇
二
年
五
月
二
二
日
判
決
（Bull.civ.Ⅳ

, n
o89

）な
ど
。

（
46
）　

破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
七
五
年
一
〇
月
二
八
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o311

）な
ど
。
同
様
に
、
直
接
訴
権
者
・
中
間
者
間
の
売
買

契
約
が
競
売
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
中
間
者
が
直
接
訴
権
者
に
担
保
責
任
を
負
わ
な
い
と
し
て
も
（
民
法
一
六
四
九
条
）、
直
接
訴
権

の
成
立
は
妨
げ
ら
れ
な
い
（
破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
九
二
年
三
月
三
日
判
決
（n

o90-17.040

））。

（
47
）　

破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
八
八
年
七
月
六
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o231

）な
ど
。Gréau, supra note 3, n

o125.

（
48
）　

注（
35
）・
破
毀
院
一
九
七
九
年
一
〇
月
九
日
判
決
が
「
必
然
的
に
」
契
約
責
任
で
あ
る
と
判
示
し
て
い
る
の
は
、
こ
の
趣
旨
で
あ
る
。

Ghestin, Jam
in et Billiau, supra note 3, p.1181, Gréau, supra note 3, n

o91, V
iney, supra note 8, pp.491-492

な
ど
。

（
49
）　

破
毀
院
商
事
部
一
九
八
二
年
五
月
一
七
日
判
決
（Bull.civ.Ⅳ

, n
o182

）な
ど
。
か
つ
て
は
解
除
権
の
移
転
・
行
使
を
否
定
し
た
判
例

も
あ
っ
た
が
（
破
毀
院
商
事
部
一
九
七
三
年
一
月
二
七
日
判
決
（D

.1974, p.318

））、
現
在
の
判
例
は
こ
れ
を
認
め
て
い
る
（D

ross, 
supra note 3, n

o128, Gréau, supra note 3, n
os88-89

）。

（
50
）　

破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
九
三
年
一
月
二
七
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o45

）な
ど
。D

ross, supra note 3, n
o128, Gréau, supra 

note 3, n
o149.

（
51
）　

破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
七
九
年
三
月
二
一
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o73

）、
破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
八
二
年
四
月
二
〇
日
判
決

（Bull.civ.Ⅲ
, n

o95

）、
破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
八
三
年
四
月
二
六
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o91

）、
破
毀
院
第
一
民
事
部
一
九
八
八
年

一
月
一
九
日
判
決
（Bull.civ.Ⅰ

, n
o20

）、
破
毀
院
第
三
民
事
部
一
九
九
五
年
五
月
三
一
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o133

）な
ど
。

（
52
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1199, D
ross, supra note 3, n

o19.

（
53
）　Gréau, supra note 3, n

o29

は
こ
の
趣
旨
か
。
関
連
し
て
、
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
訴
訟
の
提
起
は
直
接
訴

権
の
成
否
に
影
響
を
与
え
な
い
と
し
た
、
破
毀
院
第
三
民
事
部
二
〇
一
三
年
七
月
一
〇
日
判
決
（Bull.civ.Ⅲ

, n
o102

）。

（
54
）　V

iney, supra note 8, p.499

な
ど
多
数
。
も
っ
と
も
、
従
た
る
権
利
と
し
て
直
接
訴
権
者
に
移
転
し
て
い
た
権
利
が
、
中
間
者
が

直
接
訴
権
者
に
損
害
賠
償
を
支
払
う
こ
と
で
賠
償
者
代
位
に
よ
り
中
間
者
に
復
帰
す
る
、
と
の
正
当
化
は
可
能
で
あ
る
（D

ross, supra 
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note 3, n

o19

な
ど
）。
し
か
し
、
こ
の
法
律
構
成
に
よ
る
と
、
中
間
者
が
直
接
訴
権
者
に
損
害
賠
償
を
支
払
う
こ
と
が
中
間
者
の
第
三
者

に
対
す
る
責
任
追
及
の
要
件
と
な
る
が
、
判
例
は
こ
の
よ
う
に
は
解
し
て
い
な
い
と
さ
れ
る
（A

ncel, supra note 19, pp.14-15

）。

（
55
）　

破
毀
院
第
三
民
事
部
二
〇
一
三
年
一
一
月
五
日
判
決
（n

o12-13.923

）。

（
56
）　Gréau, supra note 3, n

os29 et 9 7

が
こ
の
趣
旨
と
見
え
る
。

（
57
）　

本
文
⑤
で
見
た
中
間
者
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
追
及
の
可
否
の
他
、
仲
裁
条
項
の
対
抗
（
注（
39
））、
中
間
者
に
と
っ
て
瑕
疵
が

隠
れ
て
い
る
こ
と
の
要
否
（
注（
41
））、
二
重
の
制
限
（
注（
42
））、
に
関
す
る
判
例
の
展
開
を
参
照
。

（
58
）　

最
初
の
判
決
は
、
注（
16
）・
破
毀
院
民
事
部
一
八
八
四
年
一
二
月
一
二
日
判
決
で
あ
る
。

（
59
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1173-1174, 1225, A
ncel, supra note 19, p.10, Gréau, supra note 3, n

os3, 
91, 101 et 104, V

iney, supra note 8, p.564.

（
60
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1174, Gréau, supra note 3, n
o3. 

注（
4
）（
5
）参
照
。

（
61
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1174, Gréau, supra note 3, n
o28.

（
62
）　

例
え
ば
、
破
毀
院
民
事
部
一
八
六
九
年
七
月
二
七
日
判
決
（D

.1869.1.350

）、
破
毀
院
民
事
部
一
八
九
五
年
一
一
月
一
八
日
判
決

（D
.1896.1.16. 

同note （4‌

）も
参
照
）
な
ど
。V

iney, supra note 8, p.564, note 995.

（
63
）　A

ncel, supra note 19, p.18, V
iney, supra note 8, p.564.

（
64
）　

嚆
矢
は
破
毀
院
審
理
部
一
八
九
七
年
二
月
二
三
日
判
決
（S.1898.1.65, note Esm

ein

（A
.

））
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
一
般
的
に
定

式
化
し
た
の
は
、
破
毀
院
民
事
部
一
九
三
一
年
七
月
二
二
日
判
決
（D

.H
.1931.506

）で
あ
り
、
破
毀
院
審
理
部
一
九
三
六
年
三
月
九
日

判
決
（D

.H
.1936.233

）、
同
一
九
三
七
年
三
月
八
日
判
決
（D

.1938.1.76, note Savatier

（R.

））
が
続
く
（A

ncel, supra note 19, 
p.18, V

iney, supra note 8, p.564, note 1001, Savatier, op.cit., p.76

）。

　

な
お
、Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1225, note 404, Gréau, supra note 3, n
o91

は
、
一
九
三
七
年
判
決
を
嚆

矢
と
し
て
い
る
。

（
65
）　Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, pp.1225-1226, A
ncel, supra note 19, pp.10-11, 17-20, Gréau, supra note 3, 

n
os91-92, 101 et 104.

（
66
）　

注（
48
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
を
参
照
。
破
毀
院
一
九
七
九
年
一
〇
月
九
日
判
決
の
以
前
は
、
直
接
訴
権
と
不
法
行
為
訴
権
が
併
存
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し
、
選
択
的
な
行
使
が
可
能
で
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る
（Ghestin, Jam

in et Billiau, supra note 3, p.1225

参
照
）。

（
67
）　

注（
35
）―（
41
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
を
参
照
。
特
にA

ncel, supra note 19, pp.10 et 15, Gréau, supra note 3, n
os91-92.

（
68
）　

注（
32
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
を
参
照
。

（
69
）　Bakouche

（D
.

）, La nature de la responsabilité civile dans les groupes de contrats, Responsabilité civile et 
assurances, n

o2 février 2019, p.17, p.18, V
iney, supra note 8, pp.573-574, 582.

　

邦
語
文
献
と
し
て
、
パ
ト
リ
ス
・
ジ
ュ
ル
ダ
ン
／
荻
野
奈
緒
〔
訳
〕「
不
法
行
為
責
任
と
契
約
責
任
の
関
係
」
中
原
太
郎
編
著
『
現
代

独
仏
民
事
責
任
法
の
諸
相
』（
商
事
法
務
、
二
〇
二
〇
）
三
四
一
頁
、
三
四
四
―

三
四
五
頁
。

（
70
）　A

ncel, supra note 19, pp.10-11, Gréau, supra note 3, n
os101 et 104, Bakouche, supra note 69, p.20. 

ほ
か
、Puig, 

supra note 23, p.938-940, Ghestin, Jam
ain et Billiau, supra note 3, p.1225, D

ross, supra note 3, n
o75.

（
71
）　

同
判
決
前
後
の
動
向
に
つ
い
て
は
、Bacache

（M
.

）, R
elativité de la faute contractuelle et responsabilité des parties à 

l

’égard des tiers, D
. 2016 n

o25, p.1454, pp.1454-1456, V
iney, supra note 8, pp.571-586. 

邦
語
文
献
と
し
て
、
荻
野
奈
緒
「
契

約
不
履
行
に
よ
り
経
済
的
損
害
を
被
っ
た
第
三
者
の
不
法
行
為
法
に
よ
る
保
護
」
同
志
社
法
学
六
〇
巻
六
号
三
九
一
頁
（
二
〇
〇
九
）、

三
九
六
頁
以
下
・
四
〇
八
頁
以
下
、
同
「
契
約
の
第
三
者
効
と
不
法
行
為
責
任
」
松
川
ほ
か
編
・
前
掲
注（
9
）二
四
七
頁
以
下
。
簡
潔
に

は
、
直
接
訴
権
の
概
略
を
含
め
、
中
原
太
郎
「
不
法
行
為
法
」
岩
村
正
彦
・
大
村
敦
志
・
齋
藤
哲
志
編
『
現
代
フ
ラ
ン
ス
法
の
論
点
』

（
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
二
一
）
一
八
九
頁
、
一
九
四
頁
。

（
72
）　

同
判
決
は
、
二
〇
〇
六
年
判
決
後
に
同
判
決
と
抵
触
す
る
判
断
を
示
し
て
い
た
破
毀
院
判
決
を
批
判
し
（n

o16

）、
以
上
の
論
理
を

明
確
に
し
て
踏
襲
し
た
（n

o17-24

）。

（
73
）　Puig, supra note 23, p.938-940, A

ncel, supra note 19, pp.20-21, 25, Gréau, supra note 3, n
o101

参
照
。

（
74
）　

同
草
案
に
つ
い
て
は
、
翻
訳
と
し
て
、
鈴
木
清
貴
「
フ
ラ
ン
ス
民
事
責
任
改
正
草
案
（
二
〇
一
七
年
三
月
一
三
日
）
試
訳
」
武
蔵
野

法
学
七
号
五
七
頁
（
二
〇
一
七
）、
中
原
編
著
・
前
掲
注（
69
）五
二
〇
頁
。
ま
た
、
ベ
ル
ギ
ー
民
事
責
任
法
改
正
草
案
と
の
比
較
と
し
て
、

パ
ス
カ
ル
・
ア
ン
セ
ル
／
中
原
太
郎
〔
訳
〕「
ド
イ
ツ
法
の
観
点
か
ら
見
た
フ
ラ
ン
ス
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
の
民
事
責
任
法
改
正
」
中
原
編

著
・
前
掲
注（
69
）四
九
三
頁
、
中
原
太
郎
「
契
約
外
責
任
（
不
法
行
為
）
法
に
お
け
る
フ
ラ
ン
ス
法
主
義
と
そ
の
変
容
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
一
八

三
号
四
頁
（
二
〇
二
〇
）。
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な
お
、
二
〇
一
六
年
準
備
草
案 

Ⅲ
（
冒
頭
部
分
）
も
、
売
買
契
約
に
関
す
る
民
法
一
六
〇
三
条
に
二
項
を
追
加
す
る
形
で
、
責
任
追

及
の
直
接
訴
権
の
明
文
規
定
を
設
け
て
い
た
（
翻
訳
と
し
て
、
鈴
木
清
貴
「
フ
ラ
ン
ス
民
事
責
任
改
正
法
草
案
（
二
〇
一
六
年
四
月
二
九

日
）
試
訳
」
武
蔵
野
大
学
政
治
経
済
研
究
所
年
報
一
四
号
一
二
一
頁
（
二
〇
一
七
）、
一
二
六
頁
）。
そ
の
内
容
は
、
殆
ど
従
前
の
判
例
の

リ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
に
留
ま
っ
て
お
り
、
唯
一
の
特
徴
は
、
注
（
42
）
で
見
た
二
重
の
制
限
を
明
文
化
し
た
点
に
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ

は
従
た
る
権
利
の
移
転
と
い
う
法
律
構
成
、
お
よ
び
現
在
の
判
例
と
整
合
し
な
い
（Bacache, supra note 71, p.1460

）。
そ
の
た
め

か
、
二
〇
一
七
年
草
案
で
は
こ
の
制
限
は
撤
廃
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
の
他
の
草
案
に
つ
い
て
は
、
注（
79
）を
参
照
。

（
75
）　Rapport du groupe de travail CA

.Paris, La réform
e du droit français de la responsabilité civile et les relations 

économ
iques, 2019, p.20

は
、
殆
ど
全
て
の
論
者
が
同
判
決
は
維
持
で
き
な
い
と
考
え
て
い
る
と
い
う
。

（
76
）　Puig, supra note 23, p.938, A

ncel, supra note 19, p.19, Bacache, supra note 71, pp.1456-1457, Bakouche, supra 
note 69, p.20.

（
77
）　Puig, supra note 23, p.938, A

ncel, supra note 19, pp.20 et 28, Bacache, supra note 71, pp.1456, D
eshayes

（O
.

）, 
La nouvelle m

outure de l

’avant-projet de loi de réform
e de la responsabilité civile : retour sur la responsabilité des 

parties à l

’égard des tiers, RD
C. 2017 n

o2, p.238, Bakouche, supra note 69, p.20, V
iney, supra note 8, pp.573-574. 

注

（
67
）―（
69
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
を
参
照
。

（
78
）　

二
〇
一
六
年
準
備
草
案
一
二
三
四
条
・
一
二
四
二
条
も
同
趣
旨
。

（
79
）　Juen

（E.

）, Le droit des tiers à la réparation du dom
m

age causé par une faute contractuelle, RD
C. 2017 n

o3, 
p.533, p.537

（
同
原
則
へ
の
抵
触
を
、
責
任
原
因
が
異
な
る
点
か
ら
正
当
化
す
る
）、Borghetti

（J.-S.

）, La responsabilité des 
contractants à l

’égard des tiers dans le projet de réform
e de la responsabilité civile, D

. 2017 n
o32, p.1846, p.1847, 

Leveneur-A
zém

ar

（M
.

）, U
ne solution convaincante pour l

’engagem
ent de la responsabilité des contractants par les 

tiers – À
 propos de l

’article 1234 du projet de réform
e de la responsabilité civile, JCP G 2017, n

o46, p.2034, pp.2034-
2035

（
同
原
則
へ
の
抵
触
を
、
同
原
則
の
趣
旨
は
債
務
者
が
契
約
責
任
を
逃
れ
る
た
め
に
不
法
行
為
責
任
を
主
張
す
る
こ
と
を
認
め
な
い

こ
と
に
あ
る
と
見
た
上
で
、
改
正
草
案
は
逆
に
契
約
責
任
を
付
加
す
る
も
の
で
あ
る
点
か
ら
正
当
化
す
る
）、 Bakouche, supra note 
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69, p.21, V
iney, supra note 8, pp.587-588, 604.

　

同
様
に
選
択
権
を
与
え
る
立
法
提
案
と
し
て
、
二
〇
〇
五
年
カ
タ
ラ
草
案
一
三
四
二
条
一
項
・
二
項
（Gréau, supra note 3, n

o102, 
V

iney, supra note 8, p.586

）、
二
〇
一
〇
年
ベ
テ
イ
ユ
立
法
提
案
一
三
八
六
―

十
八
条
（Sénat, 2009-2010, n

o657, Proposition de 
loi, p.13

）
が
あ
っ
た
（
両
者
に
つ
き
、Bacache, supra note 71, p.1460, D

eshayes, supra note 77, p.239

）。
先
駆
的
な
学
説
と

し
て
、A

ncel, supra note 19, pp.35-36.

　

こ
う
し
た
選
択
権
に
つ
き
、
邦
語
文
献
と
し
て
、
ジ
ュ
ル
ダ
ン
／
荻
野
・
前
掲
注（
69
）三
四
五
―

三
四
八
頁
。

（
80
）　

し
か
し
、
こ
の
第
三
文
の
立
法
趣
旨
は
不
明
で
あ
る
（V

iney, supra note 8, p.583

は
、
そ
れ
ゆ
え
に
草
案
か
ら
の
削
除
を
求
め

て
い
る
）。
従
前
の
議
論
に
も
同
様
の
提
案
は
見
当
た
ら
な
い
よ
う
で
あ
る
。

　

そ
の
た
め
か
、
二
〇
二
〇
年
の
元
老
院
の
立
法
提
案
で
は
、
こ
の
第
三
文
に
相
当
す
る
規
定
は
存
在
し
な
い
（Sénat, supra note 

20, Proposition de loi, p.18
）。

（
81
）　Bakouche, supra note 69, p.20, Leveneur-A

zém
ar, supra note 79, p.2035, V

iney, supra note 8, p.500.

（
82
）　

注（
20
）参
照
。

（
83
）　Bacache, supra note 71, p.1457-1458, D

eshayes, supra note 77, p.239, Leveneur-A
zém

ar, supra note 79, pp.2035 
et 2036, Bakouche, supra note 69, p.21. Juen, supra note 79, p.536

が
同
旨
か
。

（
84
）　D

eshayes, supra note 77, p.241, Borghetti, supra note 79, p.1848

が
、
こ
の
直
接
訴
権
は
、
狭
義
の
、
真
の
「
先
取
特
権
」

で
あ
り
、
法
定
担
保
権
で
あ
る
と
述
べ
て
い
る
こ
と
は
、
こ
う
し
た
理
解
を
裏
付
け
よ
う
。

　

立
法
経
緯
と
し
て
も
、
契
約
上
の
債
務
不
履
行
と
不
法
行
為
法
上
の
フ
ォ
ー
ト
を
分
離
し
つ
つ
、
直
接
訴
権
の
成
立
を
従
前
の
判
例
の

範
囲
に
留
め
て
い
た
二
〇
一
六
年
準
備
草
案
に
対
し
て
（
注（
74
））、
契
約
群
理
論
の
支
持
者
で
あ
るBacache, supra note 71, 

pp.1457 et s.

が
、
直
接
訴
権
者
保
護
の
観
点
を
強
調
し
（
注（
83
）お
よ
び
対
応
す
る
本
文
）、
広
く
直
接
訴
権
を
認
め
る
べ
き
と
主
張

し
た
こ
と
が
、
二
〇
一
七
年
草
案
に
影
響
を
与
え
て
い
る
（Borghetti, supra note 79, p.1847

）。

　

な
お
、
直
接
訴
権
に
よ
り
賠
償
の
連
鎖
を
避
け
ら
れ
る
、
と
い
う
政
策
的
な
必
要
性
も
存
在
す
る
（D

eshayes, supra note 77, 
p.241, Borghetti, supra note 79, p.1848, Leveneur-A

zém
ar, supra note 79, p.2036, V

iney, supra note 8, p.500

）。

（
85
）　

こ
れ
に
対
し
て
、V

iney, supra note 8, pp.581 et s.

は
、
請
求
を
受
け
る
第
三
者
の
予
測
可
能
性
の
保
障
を
、
改
正
草
案
の
規
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定
の
正
当
化
に
繋
げ
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
理
解
は
不
適
当
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

　

一
方
で
、
不
法
行
為
責
任
の
成
立
に
は
別
途
の
責
任
原
因
、
特
に
フ
ォ
ー
ト
が
必
要
と
な
っ
た
と
こ
ろ
、
第
三
者
保
護
の
観
点
か
ら
は
、

フ
ォ
ー
ト
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合
に
さ
ら
に
直
接
訴
権
を
認
め
る
べ
き
必
要
性
は
出
て
こ
な
い
。
む
し
ろ
、
原
則
通
り
フ
ォ
ー
ト
不
存
在

の
ゆ
え
に
責
任
を
負
わ
せ
な
い
方
が
、
第
三
者
の
保
護
に
資
す
る
。
他
方
で
、
フ
ォ
ー
ト
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
、
請
求
権
非
競
合
原
則

の
例
外
と
し
て
不
法
行
為
責
任
と
契
約
責
任
た
る
直
接
訴
権
の
併
存
を
認
め
る
必
要
性
も
出
て
こ
な
い
。
む
し
ろ
、
同
原
則
を
維
持
し
て
、

直
接
訴
権
の
成
立
の
み
を
認
め
る
べ
き
こ
と
と
な
ろ
う
。

（
86
）　

注（
20
）の
末
尾
を
参
照
。
そ
こ
で
述
べ
た
通
り
、
こ
の
点
は
元
老
院
の
改
正
提
案
で
は
修
正
さ
れ
て
い
る
。

（
87
）　Borghetti, supra note 79, pp.1847-1848. 

ゆ
え
に
、
同p.1849, note22

は
、
従
前
の
判
例
を
支
持
す
る
。

　

同
様
に
批
判
的
な
も
の
と
し
てD

eshayes, supra note 77, pp.240-241, Rapport, supra note 75, p.21

。

（
88
）　

同
旨
、D

eshayes, supra note 77, p.240, Leveneur-A
zém

ar, supra note 79, p.2036, Bakouche, supra note 69, p.21. 

注（
29
）に
対
応
す
る
本
文
の
前
を
参
照
。

（
89
）　Leveneur-A

zém
ar, supra note 79, p.2035. 

反
対
、D

eshayes, supra note 77, p.240, Borghetti, supra note 79, pp.1848-
1849.

（
90
）　D

eshayes, supra note 77, p.240, Borghetti, supra note 79, p.1848-1849, Juen, supra note 79, p.537.

（
91
）　Rapport, supra note 75, p.21, Borghetti, supra note 79, p.1849, note 23. 

同
理
論
の
フ
ラ
ン
ス
へ
の
紹
介
に
つ
き
、A

ncel

（P.

）, Le contrat avec effets protecteurs pour les tiers, RD
C. 2004 n

o2, p.471, id., R
etour sur l

’arrêt de l

’Assem
blée 

plénière du 6  octobre 2006, à la lum
ière du droit com

paré, in M
élanges V

iney

（G.

）, LGD
J, 2008, p.23, pp.26 et s.

な

ど
。
ア
ン
セ
ル
／
中
原
・
前
掲
注（
74
）五
一
二
頁
、
中
原
・
前
掲
注（
74
）一
三
頁
も
参
照
。

　

も
っ
と
も
、
同
理
論
は
、
二
〇
一
七
年
草
案
や
従
前
の
直
接
訴
権
が
前
提
と
す
る
給
付
義
務
に
基
づ
く
責
任
の
拡
大
で
は
な
く
（
注

（
20
）参
照
）、
保
護
義
務
違
反
に
基
づ
く
責
任
の
拡
大
の
た
め
の
理
論
の
よ
う
で
あ
る
（
奥
田
昌
道
「
契
約
法
と
不
法
行
為
法
の
接
点
」

磯
村
哲
編
代
『
於
保
不
二
雄
先
生
還
暦
記
念 

民
法
学
の
基
礎
的
課
題　
中
』（
有
斐
閣
、
一
九
七
四
）
二
〇
七
頁
、
二
三
三
頁
以
下
、
特

に
二
四
〇
―

二
四
一
頁
、
田
上
富
信
「
契
約
の
第
三
者
に
対
す
る
効
力
」
遠
藤
浩
ほ
か
監
修
『
現
代
契
約
法
大
系　
第
1
巻　
現
代
契
約
の

法
理
（
1
）』（
有
斐
閣
、
一
九
八
三
）
一
〇
三
頁
、
一
〇
六
頁
以
下
）。
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（
92
）　Sénat, supra note 20, Proposition de loi, p.18, id., supra note 20, Rapport d

’inform
ation, pp.24 et s.

※　
本
論
文
は
、
J​

S​

P​

S
科
研
費JP19K

13550

、
同JP 20H

00051

の
助
成
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。


